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はじめに 

 

 

日本国内の自殺者数は、平成１０年以降、年間３万人を超え

る状態が続いていましたが、平成１８年に自殺対策基本法が施

行され、国を挙げての自殺対策が総合的に推進された結果、減

少傾向となりました。しかし、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大の影響等で自殺の要因となる様々な問題が悪化したこと

等により、女性や若者の自殺が増加するなど、令和２年に再び

増加傾向になりました。 

 

自殺の背景には、心身の健康の問題、家庭や学校の問題、勤務関係や経済関係の問題な

どの様々な要因が複雑に絡み合っています。自殺対策は、社会全体での取り組みが必要で

す。 

 

本市におきましては、令和２年３月に「小金井市自殺対策計画」を策定し、自殺対策を

進めてきましたが、総合的な自殺対策の更なる推進・強化を図るために、国が新たに決定

しました自殺総合対策大綱の趣旨及び本市の実情を踏まえ、令和６年度から１１年度まで

の６年間を計画期間とする「第２次小金井市自殺対策計画」を策定しました。 

本計画の基本理念である「こころに寄り添い いのちを支え合うまち 小金井」の実現

に向けて、行政だけでなく、行政と地域の関係機関・団体との連携を図り、市民一人一人

のこころに寄り添い、支え合う体制を目指します。 

引き続き、皆様には自殺対策への御支援、御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

最後に、本計画の策定にあたり御尽力いただきました「小金井市いのち支える自殺対策

計画策定委員会」の皆様、小金井市こころの健康に関するアンケート調査及びパブリック・

コメントに御協力をいただきました市民の皆様に心から感謝申し上げます。 

 

 

令和６年３月 

 

小金井市長  白井 亨 
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第１章    計画策定に当たって 

 

 

 

１ 計画策定の趣旨 

平成10年以降、14年連続して日本国内の自殺者数が３万人を超える状態が続いてい

ましたが、平成24年に15年ぶりに３万人を下回りました。また、平成22年以降は９年

連続の減少となり、平成30年は2万840人で昭和56年以来37年ぶりに2万1,000人を下回

りました。 

しかし、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響等で自殺の要因となる様々な

問題が悪化したこと等により、女性や若者の自殺が増加するなど、令和２年で11年ぶ

りに総数が増加に転じて２万1,081人、令和４年には２万1,881人となり、依然として、

２万人を超える方が自ら命を絶つという深刻な状況が続いています。 

若年層では、20歳未満の自殺者数は平成10年以降ほとんど減少していない状態とな

っています。また、20歳代や30歳代における死因の第１位が自殺であり、令和２年以

降、自殺死亡率（人口10万人当たりの自殺者数）は増加傾向となっています。 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には、精神保健上の問題

だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などの様々な社会的要

因があることが知られています。自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり

得る危機」です。 

 

国では、平成10年以降、自殺者数が３万人を超え続けていたことを受けて、平成18

年10月に自殺対策基本法が施行され、それまで「個人的な問題」とされてきた自殺が

「社会的な問題」と捉えられるようになりました。施行から10年の節目に当たる平成

28年に、自殺対策基本法が改正され、自殺対策が「生きることの包括的な支援」とし

て実施されるべきこと等を基本理念に明記するとともに、自殺対策の地域間格差を解

消し、誰もが「生きることの包括的な支援」としての自殺対策に関する必要な支援を

受けられるよう、全ての都道府県及び市町村が「都道府県自殺対策計画」又は「市町

村自殺対策計画」を策定することとされました。 

さらに、令和４年10月に「自殺総合対策大綱～誰も自殺に追い込まれることのない

社会の実現を目指して～」が閣議決定されました。この自殺総合対策大綱では、コロ

ナ禍の自殺の動向も踏まえつつ、これまでの取組に加え、「子ども・若者の自殺対策の

更なる推進・強化」、「女性に対する支援の強化」、「地域自殺対策の取組強化」、「新型
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コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえた対策の推進」などを追加し、総合的な自

殺対策の更なる推進・強化を掲げています。 

 

東京都においては、総合的・効果的な自殺対策をより一層進めていくことを目的に、

平成21年３月に「東京における自殺総合対策の基本的な取組方針」を策定し、平成30

年６月に「自殺総合対策計画～こころといのちのサポートプラン～」を策定しました。

令和５年３月には、関係機関・区市町村等と連携しながら、自殺対策をより総合的に

推進していくための「自殺総合対策計画～こころといのちのサポートプラン（第２次）

～」を策定しました。 

 

小金井市（以下「本市」という。）では、令和２年３月に「小金井市自殺対策計画」

を策定し、市民が心身の健康を保てるように、市報やホームページなど、様々な媒体

を通じて、休養に関する情報提供の充実やこころの健康についての知識の普及啓発に

努めてきました。また、市民や市職員向け、介護サービス事業者向けなどのゲートキ

ーパー養成研修を開催するなど、自殺対策を支える人材の育成を図るとともに、地域

の様々なネットワークを活用し、自殺リスクのある人や、困難を抱えた人への支援を

行ってきました。 

今回、計画期間の満了に伴い、今まで行ってきた取組を見直すとともに、本市の課

題を踏まえ、新たな事業を検討するなど、「第２次小金井市自殺対策計画（以下「本計

画」という。）」を策定します。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、自殺対策基本法第13条第２項の規定により、本市における地域の実情を

勘案して定める自殺対策を推進するための計画であるとともに、国の「自殺総合対策

大綱」及び東京都の「東京都自殺総合対策計画」に対応するものです。また、本市の

最上位計画である「小金井市基本構想・基本計画」や関連計画である「小金井市保健

福祉総合計画」等との整合性を図るものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

本計画は、関連計画である「小金井市保健福祉総合計画」との整合性を図るため、

令和６年度から令和11年度の６か年計画とします。ただし、国の動向や自殺をめぐる

諸情勢への変化、施策の推進状況等を踏まえ、必要に応じ見直しを図ります。 

 

 

  

小金井市 

基本構想・基本計画 

主な関連計画 

○保健福祉総合計画 

・地域福祉計画 

・  

・介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画 

・健康増進計画 

○男女共同参画行動計画 

○のびゆくこどもプラン 小金井 

 （子ども・子育て支援事業計画） 

○明日の小金井教育プラン 

小
金
井
市
自
殺
対
策
計
画 

整合 

 

○自殺対策基本法 

○自殺総合対策大綱 

国 

 

○  

東京都 
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 ４ 計画の目標数値 

本計画は、「自殺総合対策大綱」において国が掲げる数値目標、「東京都自殺総合対

策計画」において東京都が掲げる数値目標と整合性を図り、本市においても令和８年

までに、自殺死亡率（人口10万人当たりの自殺者数）を平成27年と比較して30％以上

減少させることを目標とし、本計画においては中長期的な取組の方向性と当面の各種

施策を示します。 

本市の平成27年の自殺死亡率は20.4であり、それを30％以上減少させると14.2以下

となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

平成 27 年 

目標 

令和８年までに 

小金井市における 

自殺死亡率 

20.4 

小金井市における 

自殺死亡率 

14.2以下 

30％以上減少 
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第２章    小金井市における自殺の特徴 

 

 

１ 小金井市における自殺者の現状 

（１）自殺死亡率の推移  

自殺死亡率（人口10万対）※１の推移は、平成30年では本市の自殺死亡率が18.3
となっており、東京都（16.2）・全国（16.2）よりも高いものの、令和元年以降
は本市が東京都・全国よりも低くなっています。 
全国的には、新型コロナウイルス感染症の拡大により、自殺者数の増加が社

会的な問題となっていますが、令和２年以降の本市の自殺死亡率は低下傾向と
なっており、令和４年では5.6まで減少しています。 
本市における男女別自殺死亡率は、令和元年で男性に比べ女性で割合が高か

ったものの、令和２年以降は、男性の割合が高くなっています。 
また、男女別自殺死亡率の推移をみると男性は令和２年以降、女性は平成30

年以降減少しており、令和４年では男性が9.8、女性が1.6まで低下しています。 

図表 自殺死亡率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 小金井市における男女別自殺死亡率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 

※１ 人口 10 万人あたりの自殺者数。（計算式：自殺者数÷人口×100,000）  
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（２）自殺者数の推移  

本市における自殺者数の推移は、平成29年までは減少傾向にありましたが、

平成30年に22人と増加したのち、その後は増減を繰り返しており、令和４年で

は７人となっています。 

性別でみると、男性は増減を繰り返していますが、女性では平成30年以降は

減少しており、令和４年では男性が６人、女性が１人となっています。 

自殺者数の性別割合を比較すると、平成29年から令和４年の合計値では、本

市の「男性」の割合が70.0％と、東京都（64.4％）、全国（67.9％）よりも高く

なっています。 

 

図表 小金井市における自殺者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 

 

 

図表 小金井市における性別自殺者数の割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 
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（３）年代別自殺者数（平成29年から令和４年の合計値）  

本市における年代別自殺者数は、「50歳代」が最も多く21人となっており、次

いで「20歳代」、「40歳代」が20人となっています。 

年代別自殺者数の割合を比較すると、本市は「20歳代」で22.2％と東京都

（15.2％）、全国（11.2％）より高くなっており、「20歳未満」の割合を合わせ

ると、自殺者数の４人に１人が20歳代以下となっています。 

また、働き世代である「40歳代」、「50歳代」においても本市は東京都・全国

を上回っています。 

一方で、60歳代以上では、東京都・全国に比べ低くなっています。 

 

図表 小金井市における年代別自殺者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 

 

図表 年代別自殺者数の割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 
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（４）同居人の有無別自殺者数（平成29年から令和４年の合計値）  

本市における同居人の有無別自殺者数は、同居人「あり」が58人、「なし」が

32人となっています。 

特に、女性では、同居人がいても自殺者数が多いことがうかがえます。 

同居人の有無別自殺者数の割合をみると、本市と全国の割合は同程度となっ

ています。本市と東京都では、同居人「あり」の割合が東京都より8.0ポイント

高くなっています。 

 

図表 小金井市における同居人の有無別自殺者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 

 

図表 同居人の有無別自殺者数の割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 
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33.4
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0.8
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資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） あり なし 不詳
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（５）職業別自殺者数（平成29年から令和４年の合計値）  

本市における職業別自殺者数は、「有職者」が40人と最も多く、次いで「その

他の無職者」が27人、「学生・生徒等」が12人となっています。 

職業別自殺者数の割合を比較すると、特に「学生・生徒等」で13.3％となっ

ており、東京都（6.3％）、全国（4.5％）の２倍以上となっています。直近の３

年間でも「学生・生徒等」は５名（13.2％）となっていますが、年代別自殺者

数でみると20歳未満は２名となっており、20歳代の学生が多いと考えられます。 

また、「有職者」、「その他の無職者」においても、本市は東京都・全国を上回

っています。 

 

図表 小金井市における職業別自殺者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 29 年から令和３年の「有識者」は「自営業・家族従業者」と「被雇用・勤め

人」の合算 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 

 

図表 職業別自殺者数の割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 
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（６）原因・動機別自殺者数（平成29年から令和４年の合計値）  

本市における原因・動機別自殺者数は、「健康問題」が35人と最も多く、次い

で「経済・生活問題」が18人、「家庭問題」が17人となっています。 

原因・動機別自殺者数の割合を比較すると、「経済・生活問題」が東京都・全

国を上回っており、「家庭問題」が東京都よりも5.5ポイント高くなっています。

また、「学校問題」の割合は4.3％となっており、東京都（1.6％）、全国(1.5％)

の２倍以上となっています。 

 

 

図表 小金井市における原因・動機別自殺者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 

 

図表 原因・動機別自殺者数割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 

 

  

17

35

18

10

3
5 4

23

0

10

20

30

40

家庭問題 健康問題 経済・

生活問題

勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳

(人)

小金井市

東京都

全国

14.8

9.3

12.5

30.4

34.3

39.1

15.7

10.2

13.1

8.7

7.1

7.8

2.6

3.0

2.8

4.3 

1.6 

1.5 

3.5

3.1

4.6

20.0

31.5

18.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省）
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勤務問題 男女問題 学校問題

その他 不詳
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（７）自殺企図の場所別自殺者数（平成29年から令和４年の合計値）  

本市における自殺企図の場所別自殺者数は、「自宅等」が54人と最も多く、次

いで「海（湖）・河川等」が５人、「高層ビル」が４人となっています。 

自殺企図の場所別自殺者数の割合を比較すると、「高層ビル」が東京都に比べ

て7.8ポイント低くなっています。 

 

図表 小金井市における自殺企図の場所別自殺者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 

 

図表 自殺企図の場所別自殺者数の割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 
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（８）自殺の企図手段別自殺者数（平成29年から令和４年の合計値）  

本市における自殺の企図手段別自殺者数は、「首つり」が57人と最も多く、「飛

降り」が12人、「飛込み」が７人となっています。 

自殺の企図手段別自殺者数の割合を比較すると、「飛込み」において、本市は

7.8％となっており、東京都（4.6％）・全国（2.7％）を上回っています。 

 

図表 小金井市における自殺の企図手段別自殺者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 

 

図表 自殺の企図手段別自殺者数の割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 
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資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省）
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飛込み その他 不詳
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（９）曜日別自殺者数（平成29年から令和４年の合計値）  

本市における曜日別自殺者数は、「火曜」が19人と最も多く、次いで「金曜」、

「土曜」が17人となっています。 

曜日別自殺者数の割合を比較すると、本市では「火曜」の割合が21.1％とな

っており、東京都（13.7％）、全国（14.1％）を大きく上回っています。また、

「金曜」、「土曜」の割合においても、本市は東京都・全国を上回っています。 

 

図表 小金井市における曜日別自殺者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 

 

図表 曜日別自殺者数の割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 
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（10）時間帯別自殺者数（平成29年から令和４年の合計値）  

本市における時間帯別自殺者数は、「12-14時」が12人と最も多く、次いで「8-

10時」、「14-16時」、「16-18時」、「18-20時」が８人となっています。 

時間帯別自殺者数の割合を比較すると、本市では「12-14時」の割合が13.3％

となっており、東京都（7.0％）、全国（7.7％）を大きく上回っています。また、

「14-16時」、「16-18時」、「18-20時」においても、本市は東京都・全国の割合を

上回っています。 

 

図表 小金井市における時間帯別自殺者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 

 

図表 時間帯別自殺者数の割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 
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（11）自殺未遂歴の有無別自殺者数（平成29年から令和４年の合計値）  

本市における自殺未遂歴の有無別自殺者数は、自殺未遂歴「あり」が13人、

自殺未遂歴「なし」が63人となっています。 

自殺未遂歴の有無別自殺者数の割合を比較すると、自殺未遂歴「あり」の割

合は、本市で14.4％となっており、東京都（18.0％）・全国（19.4％）を下回っ

ていますが、10人に1.5人が自殺未遂歴ありとなっています。また、男女別でみ

ると、女性の自殺未遂歴の割合が男性よりも上回っています。 
 

図表 小金井市における自殺未遂歴の有無別自殺者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 

 

図表 自殺未遂歴の有無別自殺者数の割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 
資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 

 

図表 小金井市における自殺未遂歴の有無別自殺者数の割合の比較 

 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 

平成 30 年から令和２年の合計値 

  

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省）

13

63

14

0

20

40

60

80

あり なし 不詳

(人)

小金井市

東京都

全国

14.4

18.0

19.4

70.0

54.9

62.6

15.6

27.1

18.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし 不詳

男性

女性

6.3

31.8

75.0

68.2

18.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし 不詳



 

16 

（12）死因の状況  

本市における死因の状況は、平成30年において自殺が７番目に多くなってい

ます。平成元年以降においては、上位７項目には入っていません。 

 

図表 死亡主要原因別順位 

 

 平成 30 年 令和元年 令和２年 

１位 

悪性新生物 

276 

（30.8％） 

悪性新生物 

263 

（28.3％） 

悪性新生物 

276 

（28.7％） 

２位 

心疾患 

145 

（16.2％） 

心疾患 

136 

（14.6％） 

心疾患 

115 

（12％） 

３位 

老衰 

78 

（8.7％） 

老衰 

98 

（10.5％） 

老衰 

101 

（10.5％） 

４位 

脳血管疾患 

59 

（6.6％） 

肺炎 

66 

（7.1％） 

脳血管疾患 

78 

（8.1％） 

５位 

肺炎 

48 

（5.4％） 

脳血管疾患 

58 

（6.2％） 

肺炎 

55 

（5.7％） 

６位 

腎不全 

21 

（2.3％） 

不慮の事故 

32 

（3.4％） 

不慮の事故 

22 

（2.3％） 

７位 

自殺 

18 

（2.0％） 

腎不全 

14 

（1.5％） 

肝疾患 

16 

（1.7％） 

資料：令和４年版こがねいのとうけい 
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（13）地域の主な自殺者の特徴  

平成29年から令和３年の５年間で、本市における自殺者数の多い属性（性別

×年代別×仕事の有無別×同居人の有無別）は、以下の５区分となっています。 

 

図表 地域の主な自殺者の特徴（平成 29 年～令和３年合計） 

 

上位５区分 自殺者数 割合 自殺死亡率 背景にある主な自殺の危機経路 

１位 
男性 40～59 歳 

有職同居 
14 16.9 21.6 

配置転換→過労→職場の人間関係の 

悩み＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

２位 
男性 40～59 歳 

無職独居 
8 9.6 323.3 

失業→生活苦→借金→うつ状態→ 

自殺 

３位 
男性 20～39 歳 

無職同居 
7 8.4 56.2 

①【30 代その他無職】ひきこもり＋

家族間の不和→孤立→自殺／ 

②【20 代学生】就職失敗→将来悲観 

→うつ状態→自殺 

４位 
男性 20～39 歳 

有職独居 
7 8.4 29.5 

①【正規雇用】配置転換→過労→ 

職場の人間関係の悩み＋仕事の 

失敗→うつ状態→自殺／ 

②【非正規雇用】（被虐待・高校中

退）非正規雇用→生活苦→借金→

うつ状態→自殺 

５位 
女性 40～59 歳 

無職同居 
7 8.4 17.9 

近隣関係の悩み＋家族間の不和→ 

うつ病→自殺 

出典：「地域自殺実態プロファイル」（自殺総合対策推進センター） 

 

図表 自殺の危機経路（参考） 

 

NPO 法人ライフリンクが行った自

殺実態調査から見えてきた自殺の

危機経路では、円の大きさが要因

の発生頻度を表しており、大きい

ほど自殺者がその要因を抱えてい

た頻度が高いということを示して

います。また、矢印の太さは、要

因と要因の連鎖の因果関係の強さ

を表しており、太いほど因果関係

が強いことを示しています。 

自殺で亡くなった人は、平均４つ

の要因を抱えていたことが分かっ

ています。 

出典：「自殺実態白書 2013」（NPO 法人ライフリンク） 
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 ２ 小金井市の特徴 

本市では、自殺死亡率は減少してきていますが、令和４年では７人の方々が

自殺により命を落としている状況は深刻であり、更なる対策が必要となってい

ます。 

 

誰も自殺に追い込まれることのない市を実現するため、自殺の現状、背景・

原因、対策の対象を明確にして、様々な機関との連携のもと、地域の実情に応

じた施策を推進する必要があります。 

今後取り組むべき施策を明確にするために、下記のように特徴を整理しまし

た。 

 

 

【本市の特徴】 

○全国的に、新型コロナウイルス感染症の拡大により、自殺者数は増加傾向に

ありますが、本市では、平成27年で20.4あった自殺死亡率は減少しており、

令和４年では5.6まで減少しています。 

○自殺者数の性別割合を比較すると、本市の「男性」の割合が70.0％と、東京

都（64.4％）、全国（67.9％）よりも高くなっています。本市の「女性」の割

合は30.0％と、東京都、全国と比べ低くなっているものの、３人に１人が女

性となっています。 

○本市の年代別自殺者数の割合をみると、20歳代以下で24.4％となっており、

自殺者数の４人に１人が20歳代以下となっています。 

○働き世代である「40歳代」、「50歳代」においても本市の年代別自殺者数の割

合は東京都・全国を上回っています。一方で、60歳代以上では、東京都・全

国に比べ低くなっています。 

○本市における同居人の有無別自殺者数は、同居人「あり」が58人、「なし」が

32人となっており、特に、女性では、同居人がいても自殺者数が多いことが

うかがえます。 
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○職業別自殺者数の割合を比較すると、特に「学生・生徒等」で13.3％となっ

ており、東京都（6.3％）、全国（4.5％）と２倍以上となっています。 

○原因・動機別自殺者数の割合を比較すると、「経済・生活問題」「家庭問題」

が東京都・全国を上回っています。 

○職業別自殺者数の割合において、「学生・生徒等」の割合が高いことから、原

因・動機別自殺者数は「学校問題」の割合も東京都・全国を上回っています。 

○自殺の企図手段別自殺者数の割合を比較すると、「飛込み」において、本市は

7.8％となっており、東京都・全国を上回っています。 

○曜日別自殺者数の割合を比較すると、本市では「火曜」の割合が高く、東京

都・全国を大きく上回っています。また、「金曜」、「土曜」の割合においても、

本市は東京都・全国を上回っています。 

○時間帯別自殺者数の割合を比較すると、本市では「12-14時」の割合が13.3％

となっており、東京都、全国を大きく上回っています。 

○自殺未遂歴の有無別自殺者数の割合を比較すると、自殺未遂歴「あり」の割

合は、本市で14.4％と、東京都・全国を下回っていますが、10人に1.5人が自

殺未遂歴ありとなっています。 

○本市において自殺者が多い属性は、以下の５区分となっています。 

１位：男性40～59歳有職同居（自殺者全体の16.9％） 

２位：男性40～59歳無職独居（自殺者全体の9.6％） 

３位：男性20～39歳無職同居（自殺者全体の8.4％） 

４位：男性20～39歳有職独居（自殺者全体の8.4％） 

５位：女性40～59歳無職同居（自殺者全体の8.4％） 
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 ３ こころの健康に関するアンケート調査の結果 

本計画の策定に当たって、市民のこころの健康状態、自殺に関する現状認識や課題

意識などを把握する基礎資料とするため、こころの健康に関するアンケート調査を行

いました。 

 

項目 内容 

調査名 小金井市こころの健康に関するアンケート 

調査対象 小金井市在住の 18歳以上の市民の中から 2,000人 

抽出方法 住民基本台帳による無作為抽出 

調査方法 郵送による配布・回収は郵送又はＷＥＢ 

調査時期 令和５年６月 30日から令和５年７月 20日 

回収結果 有効回答数 585通 有効回答率 29.3％※ 

※有効回答率は宛先不明等で戻ってきた６通を除いています。 

 

◆調査結果の表示方法 

・回答は各質問の回答者数（Ｎ）を基数とした百分率（％）で示してあります。ま

た、小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない

場合があります。 

・複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかと

いう見方になるため、回答比率の合計が 100.0％を超える場合があります。 

・クロス集計の場合、無回答を排除しているため、クロス集計の有効回答数の合計と

単純集計（全体）の有効回答数が合致しないことがあります。なお、クロス集計と

は、複数項目の組み合わせで分類した集計のことで、複数の質問項目を交差して並

べ、表やグラフを作成することにより、その相互の関係を明らかにするための集計

方法です。 

・クロス集計のコメントは、設問の選択肢ごとに全体の回答割合に対して差があるも

のをみています。 

・クロス集計のコメントは、全体の回答割合に対して５ポイント以上の差がある項目

から上位３項目を掲載しています。また、全体の回答割合が１割に満たない選択

肢、クロス項目の回答者数（Ｎ）が一桁のものは掲載していません。 

・性別のクロス集計については、有効回答数が 10件未満かつ個人の回答結果を特定

することにつながるため、「その他」を集計から除いています。 

・調査結果を図表にて表示していますが、グラフ以外の表は、最も高い割合のものを 

  で網かけをしています。（無回答を除く） 
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（１）国の自殺の現状の認知状況  

多くの方が自殺で亡くなっていることを知っているかについて、「知っていた」の割

合が62.7％、「知らなかった」の割合が34.4％となっています。 

性別でみると、男性に比べ、女性で「知らなかった」の割合が高くなっています。

国において、女性の自殺者数は増加傾向となっていますが、女性で、国の自殺の状況

についての認知が低い事がうかがえます。 

また、年齢別でみると、年齢が若くなるにつれて、「知らなかった」の割合が高くな

っています。 

自殺問題が、社会的な問題となっていますが、若年層においては、国の自殺の現状

についての認知が低いことがうかがえます。 

令和元年度調査と比較すると、全体では大きな差はありませんが、年齢別でみると、

若年層である30歳代で「知らなかった」の割合が高くなっています。 

 

【令和５年度調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

知っていた 知らなかった 無回答

性別・年齢別 N =

全体 585

男性 240

女性 337

18～29歳 65

30歳代 101

40歳代 86

50歳代 101

60歳代 96

70歳以上 129

62.7

64.6

61.7

58.5

57.4

61.6

63.4

69.8

65.1

34.4

32.9

35.6

40.0

42.6

37.2

36.6

28.1

26.4

2.9

2.5

2.7

1.5

1.2

2.1

8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【令和元年度調査】 

 

 

 

  

性別・年齢別 N =

全体 989

男性 399

女性 565

18～29歳 110

30歳代 166

40歳代 171

50歳代 190

60歳代 176

70歳以上 168

36.3

32.6

39.3

49.1

34.9

40.9

41.6

30.7

25.6

60.8

64.7

58.1

49.1

60.2

58.5

56.8

65.3

70.2

2.9

2.8

2.7

1.8

4.8

0.6

1.6

4.0

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っていた 知らなかった 無回答
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（２）自殺対策に関するの事柄の認知状況  

自殺対策に関する事柄の認知度は、「こころの健康相談統一ダイヤル」を知っている

割合が20.2％で最も高くなっていますが、その他の事柄については、認知度が低い状

況となっています。 

令和元年度調査と比較すると、すべての事柄において、「内容まで知っていた」とい

う割合は高くなっており、特に『こころの健康相談統一ダイヤル』の割合は大幅に高

くなっています。 

近年、自殺が社会的な問題となっており、『こころの健康相談統一ダイヤル』を周知

する媒体が様々なところに掲示されていることが考えられます。 

今後は、国や東京都、市において様々な制度や取組があることを、様々な媒体や機

会を通じで、多くの市民に周知していくことが必要となっています。 

 

 

【令和５年度調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和元年度調査】 

 

 

 

  

N =

こころの健康相談統一ダイヤル 585

よりそいホットライン 585

自殺予防週間／自殺対策強化月間 585

ゲートキーパー 585

自殺対策基本法 585

自殺総合対策推進センター 585

20.2

5.8

7.4

4.6

3.6

2.4

57.1

33.5

35.6

9.4

21.7

10.1

20.7

57.8

52.8

82.1

71.1

83.8

2.1

2.9

4.3

3.9

3.6

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内容まで知っていた

内容は知らなかったが、言葉は聞いたことがある

N =

こころの健康相談統一ダイヤル 989

よりそいホットライン 989

自殺予防週間／自殺対策強化月間 989

ゲートキーパー 989

自殺対策基本法 989

自殺総合対策推進センター 989

8.6

3.2

6.9

3.1

2.9

1.2

49.5

30.2

37.8

10.9

21.6

13.9

40.3

64.3

53.2

83.8

73.2

82.8

1.5

2.2

2.1

2.1

2.2

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内容まで知っていた

内容は知らなかったが、言葉は聞いたことがある

内容まで知っていた

内容は知らなかったが、言葉は聞いたことがある

知らなかった

無回答



 

24 

（３）自殺対策は自分自身にかかわる問題だと思うか  

全体では、『思う（そう思う＋どちらかといえばそう思う）』の割合が、３割程度と

なっています。 

年齢別でみると、年齢が若くなるにつれて『思う』の割合が高くなっています。 

また、令和元年度調査と比較すると、『思う』の割合は大きく増加しており、年齢別

では、40歳代までで大きく増加しています。 

若年層で自殺対策が自分自身に関わる問題だと思っている割合が高くなっているこ

とがうかがえます。 

【令和５年度調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和元年度調査】 

 

 

 

 

 

  

そう思う どちらかといえばそう思う

あまりそう思わない そう思わない

どちらともいえない 無回答

性別・年齢別 N =

全体 585

男性 240

女性 337

18～29歳 65

30歳代 101

40歳代 86

50歳代 101

60歳代 96

70歳以上 129

14.2

13.3

14.5

20.0

17.8

20.9

6.9

6.3

14.7

17.4

20.0

15.4

23.1

23.8

14.0

21.8

13.5

11.6

30.8

29.6

31.8

32.3

29.7

33.7

29.7

37.5

24.8

22.4

20.4

24.0

18.5

21.8

18.6

20.8

22.9

28.7

13.2

14.2

12.8

4.6

6.9

11.6

20.8

18.8

14.0

2.1

2.5

1.5

1.5

1.2

1.0

6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

性別・年齢別 N =

全体 989

男性 399

女性 565

18～29歳 110

30歳代 166

40歳代 171

50歳代 190

60歳代 176

70歳以上 168

13.3

14.5

12.2

13.6

15.7

17.5

11.6

10.2

12.5

36.2

33.8

38.1

39.1

38.0

40.4

34.7

39.2

26.8

24.8

25.6

24.2

20.0

20.5

19.3

25.3

24.4

36.9

12.6

11.5

13.6

10.9

9.0

11.1

15.8

13.6

14.9

3.1

3.0

3.0

5.5

3.6

1.8

2.1

4.5

1.8

9.9

11.5

8.8

10.9

13.3

9.9

10.5

8.0

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う
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（４）過去１か月の間で該当した事柄について  

全体的には「全くない」の割合が高くなっていますが、「神経過敏に感じた」や「気

分が沈み込んで、何が起こっても気が晴れないように感じた」、「何をするのも骨折り

だと感じた」で、「全くない」の割合が低くなっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな差異は見られないことから、前回から市民の

状況は大きく変わっていないことがうかがえます。 

また、多くの市民が何らか、ストレスや悩み、不満を抱えていることがうかがえま

す。 

 

【令和５年度調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和元年度調査】 

 

 

  

N =

神経過敏に感じましたか 989

絶望的だと感じましたか 989

そわそわ、落ち着かなく感
じましたか

989

気分が沈み込んで、何が起こっても
気が晴れないように感じましたか 989

何をするのも骨折りだと感
じましたか

989

自分は価値のない人間だと
感じましたか

989

44.5

65.9

51.9

43.2

46.5

60.9

24.8

16.7

23.5

27.9

29.9

19.3

19.7

10.4

16.6

18.6

14.0

11.2

5.5

2.5

3.5

4.9

4.9

3.4

3.9

2.5

2.3

3.3

2.5

2.9

1.6

1.9

2.2

2.1

2.2

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N =

神経過敏に感じましたか 585

絶望的だと感じましたか 585

そわそわ、落ち着かなく感
じましたか

585

気分が沈み込んで、何が起こっても
気が晴れないように感じましたか 585

何をするのも骨折りだと感
じましたか

585

自分は価値のない人間だと
感じましたか

585

43.9

67.2

49.2

42.1

44.3

60.7

25.6

15.7

28.4

29.9

27.7

19.7

18.3

9.4

14.0

17.6

17.4

10.6

5.6

3.1

3.6

5.6

6.2

4.1

4.3

1.9

1.5

2.4

1.5

2.4

2.2

2.7

3.2

2.4

2.9

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全くない 少しだけ感じる ときどき感じる

全くない 少しだけ感じる ときどき感じる

たいてい感じる いつも感じる 無回答
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（５）悩みやストレスを感じた時の考えについて  

「助けを求めたり、誰かに相談したいと思う」については、『そう思う（ややそう思

う＋そう思う）』の割合が高くなっています。 

一方で、「悩みやストレスを感じていることを、他人に知られたくないと思う」で、

『そう思う（ややそう思う＋そう思う）』の割合が約３割となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「助けを求めたり、誰かに相談したいと思う」で、若

干ではありますが、『思わない（そう思わない＋あまりそう思わない）』の割合が低く

なっています。 

また、「誰かに相談したりすることは恥ずかしいことだと思う」や「悩みはストレス

を感じていることを、他人に知られたくないと思う」で、「そう思わない」の割合が高

くなっています。 

自分の悩みやストレスなどを他人に知られることや、相談することについて抵抗が

ある市民が減ってきていることがうかがえます。 

 

【令和５年度調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和元年度調査】 

 

  

N =

助けを求めたり、誰かに相談
したいと思う

585

誰かに相談をしたりすること
は恥ずかしいことだと思う

585

悩みやストレスを感じていること
を、他人に知られたくないと思う

585

誰かに悩みを相談すること
は、弱い人のすることだと思
う

585

悩みや問題は、自分一人で解
決すべきだと思う

585

9.4

41.4

24.6

61.4

44.6

17.4

25.3

23.9

19.5

23.1

13.5

13.7

17.6

7.9

17.4

29.1

10.6

20.9

3.9

6.2

25.0

3.2

7.2

1.4

3.1

5.6

5.8

5.8

6.0

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思わない あまりそう思わない

どちらともいえない ややそう思う

N =

助けを求めたり、誰かに相談
したいと思う

989

誰かに相談をしたりすること
は恥ずかしいことだと思う

989

悩みやストレスを感じていること
を、他人に知られたくないと思う

989

誰かに悩みを相談すること
は、弱い人のすることだと思
う

989

悩みや問題は、自分一人で解
決すべきだと思う

989

7.9

35.4

21.3

57.7

42.5

19.8

30.4

29.8

25.0

25.0

15.1

18.2

20.5

10.5

20.0

30.3

11.0

20.7

3.2

7.8

25.0

2.8

5.7

1.6

3.0

1.9

2.1

1.9

1.9

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思わない あまりそう思わない

どちらともいえない ややそう思う

44.6 23.1 17.4
3.1

5.6

そう思わない あまりそう思わない

どちらともいえない ややそう思う

そう思う 無回答



 

27 

（６）悩みやストレスを感じた時の相談相手について  

悩みやストレスを感じたときの相談相手をみると、「家族や親族」、「友人や同僚」の

割合が高くなっています。 

一方で、「かかりつけの医療機関の職員（医師、看護師、薬剤師等）」や「公的な相

談機関（地域包括支援センター、市役所等）の職員等」、「民間の相談機関（カウンセ

リングセンター等の相談）」、「市が開催する各種相談会（法律、税務等の相談）の専門

家」などの専門家や公的機関へ「相談したことがある」の割合は低くなっています。 

また、令和元年度調査と比較すると、「インターネット上だけのつながりの人」で「実

際に相談したことはないが相談すると思う」、「相談したことがある」割合は高くなっ

ています。 

公的な相談機関や民間の相談機関などの専門機関に相談することが少なく、身近で

自分のことをよく知っている家族や親族、友人等に相談する傾向にあることがうかが

えます。 

 

【令和５年度調査】 

 

 

 

 

  
N =

家族や親族 585

友人や同僚 585

インターネット上だけのつながり
の人

585

先生や上司 585

近所の人（町会、自治会の人、民
生委員等）

585

かかりつけの医療機関の職員（医
師、看護師、薬剤師等）

585

公的な相談機関（地域包括支援セ
ンター、市役所等）の職員等

585

民間の相談機関（カウンセリング
センター等）の相談員

585

同じ悩みを抱える人 585

市が開催する各種相談会（法律、
税務等の相談）の専門家

585

16.8

21.0

80.7

56.6

82.7

40.5

49.7

55.7

42.7

52.6

24.6

22.7

7.0

17.9

8.7

37.1

36.1

31.8

41.0

36.2

53.2

49.7

5.0

16.9

1.2

15.7

7.5

5.1

8.9

4.1

5.5

6.5

7.4

8.5

7.4

6.7

6.7

7.4

7.4

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談しないと思う

実際にしたことはないが相談すると思う

相談したことがある

無回答

N =

家族や親族 585

友人や同僚 585

インターネット上だけのつながり
の人

585

先生や上司 585

近所の人（町会、自治会の人、民
生委員等）

585

かかりつけの医療機関の職員（医
師、看護師、薬剤師等）

585

公的な相談機関（地域包括支援セ
ンター、市役所等）の職員等

585

民間の相談機関（カウンセリング
センター等）の相談員

585

同じ悩みを抱える人 585

市が開催する各種相談会（法律、
税務等の相談）の専門家

585

16.8

21.0

80.7

56.6

82.7

40.5

49.7

55.7

42.7

52.6

24.6

22.7

7.0

17.9

8.7

37.1

36.1

31.8

41.0

36.2

53.2

49.7

5.0

16.9

1.2

15.7

7.5

5.1

8.9

4.1

5.5

6.5

7.4

8.5

7.4

6.7

6.7

7.4

7.4

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談しないと思う

実際にしたことはないが相談すると思う

相談したことがある

無回答
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【令和元年度調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

N =

家族や親族 989

友人や同僚 989

インターネット上だけのつながり
の人

989

先生や上司 989

近所の人（町会、自治会の人、民
生委員等）

989

かかりつけの医療機関の職員（医
師、看護師、薬剤師等）

989

公的な相談機関（地域包括支援セ
ンター、市役所等）の職員等

989

民間の相談機関（カウンセリング
センター等）の相談員

989

同じ悩みを抱える人 989

市が開催する各種相談会（法律、
税務等の相談）の専門家

989

15.4

18.4

88.2

56.4

83.1

43.1

56.7

59.2

45.8

54.5

26.6

25.8

5.0

19.8

12.0

37.3

35.6

34.5

42.4

39.1

56.6

54.0

3.9

20.4

2.4

17.1

5.2

3.7

9.4

3.9

1.4

1.8

2.9

3.3

2.4

2.5

2.5

2.6

2.4

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N =

家族や親族 585

友人や同僚 585

インターネット上だけのつながり
の人

585

先生や上司 585

近所の人（町会、自治会の人、民
生委員等）

585

かかりつけの医療機関の職員（医
師、看護師、薬剤師等）

585

公的な相談機関（地域包括支援セ
ンター、市役所等）の職員等

585

民間の相談機関（カウンセリング
センター等）の相談員

585

同じ悩みを抱える人 585

市が開催する各種相談会（法律、
税務等の相談）の専門家

585

16.8

21.0

80.7

56.6

82.7

40.5

49.7

55.7

42.7

52.6

24.6

22.7

7.0

17.9

8.7

37.1

36.1

31.8

41.0

36.2

53.2

49.7

5.0

16.9

1.2

15.7

7.5

5.1

8.9

4.1

5.5

6.5

7.4

8.5

7.4

6.7

6.7

7.4

7.4

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談しないと思う

実際にしたことはないが相談すると思う

相談したことがある

無回答
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（７）自殺せずに生きていればよいことがあると思うかについて  

全体では、『思う（「そう思う」＋「どちらかといえばそう思う」）』の割合が６割以

上となっていますが、年齢別でみると、30歳代から70歳以上においては、若年になる

につれ『思う』の割合が低くなっています。 

令和元年度調査と比較すると、18～29歳の若年層において、『思わない（そう思わな

い＋どちらかといえばそう思わない）』の割合が減少しています。一方で、女性では、

『思わない（そう思わない＋どちらかといえばそう思わない）』の割合が高くなってい

ます。 

令和５年度の女性の年齢別でみると、18～29歳、30歳代の若年層において、『思わな

い（そう思わない＋どちらかといえばそう思わない）』の割合が高くなっています。 

 

【令和５年度調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

性別・年齢別 N =

全体 585

男性 240

女性 337

18～29歳 65

30歳代 101

40歳代 86

50歳代 101

60歳代 96

70歳以上 129

3.6

3.3

3.3

3.1

5.0

2.3

5.9

1.0

2.3

3.8

3.8

3.9

7.7

6.9

2.3

4.0

2.1

1.6

26.8

23.8

28.2

32.3

36.6

36.0

21.8

24.0

14.0

29.6

25.8

32.9

29.2

21.8

25.6

40.6

31.3

30.2

34.5

42.5

29.4

27.7

29.7

32.6

27.7

41.7

45.0

1.7

0.8

2.4

1.2

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思わない どちらかといえばそう思わない

どちらともいえない どちらかといえばそう思う

そう思う 無回答
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【令和元年度調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和５年度調査 女性の年齢別】 

 

 

 

 

 

 

 

  

年齢別（女性のみ） N =

女性 337

18～29歳 43

30歳代 60

40歳代 54

50歳代 58

60歳代 50

70歳以上 72

3.3

2.3

6.7

3.7

1.7

2.0

2.8

3.9

9.3

10.0

1.9

2.8

28.2

25.6

41.7

35.2

31.0

26.0

12.5

32.9

32.6

21.7

29.6

41.4

38.0

34.7

29.4

30.2

20.0

27.8

25.9

34.0

37.5

2.4

1.9

9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

性別・年齢別 N =

全体 989

男性 399

女性 565

18～29歳 110

30歳代 166

40歳代 171

50歳代 190

60歳代 176

70歳以上 168

2.3

2.3

2.3

6.4

0.6

2.3

2.1

0.6

3.0

4.0

5.3

3.2

9.1

3.6

2.9

4.2

2.8

3.0

28.0

28.8

27.1

27.3

22.9

33.3

28.4

29.0

26.8

38.4

41.4

36.6

28.2

41.6

34.5

38.4

41.5

42.9

3.0

2.0

3.5

0.9

0.0

1.8

2.6

2.8

9.5

24.2

20.3

27.3

28.2

31.3

25.1

24.3

23.3

14.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思わない どちらかといえばそう思わない

どちらともいえない どちらかといえばそう思う

そう思う 無回答
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（８）自殺は自分にはあまり関係がないと思うかについて  

全体では、『思う（「そう思う」＋「どちらかといえばそう思う」）』の割合が約４割

となっています。 

性別では、『思わない（「そう思わない」＋「どちらかといえばそう思わない」）』の

割合が男性に比べ女性で低くなっており、年齢別でみると、若年層で『思わない』の

割合が高くなる傾向となっています。特に、若年層、男性において、自殺は自分に関

係があると感じている人が多いことがうかがえます。 

また、令和元年度調査と比較すると、男性と若い世代の40歳以下において、『思わな

い』の割合が高くなっており、前回に比べて、自殺を自分事として考える市民が増え

てきていることがうかがえます。 

【令和５年度調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和元年度調査】 

 

 

 

 

  

性別・年齢別 N =

全体 585

男性 240

女性 337

18～29歳 65

30歳代 101

40歳代 86

50歳代 101

60歳代 96

70歳以上 129

17.1

20.4

14.5

20.0

27.7

24.4

12.9

4.2

14.7

12.1

15.0

10.4

23.1

14.9

8.1

16.8

8.3

7.0

28.9

24.6

31.5

21.5

25.7

27.9

33.7

42.7

20.9

19.1

17.5

20.5

23.1

16.8

23.3

19.8

17.7

17.1

20.3

21.7

19.6

12.3

14.9

15.1

16.8

27.1

30.2

2.4

0.8

3.6

1.2

10.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思わない どちらかといえばそう思わない

どちらともいえない どちらかといえばそう思う

そう思う 無回答

性別・年齢別 N =

全体 989

男性 399

女性 565

18～29歳 110

30歳代 166

40歳代 171

50歳代 190

60歳代 176

70歳以上 168

15.7

15.0

16.1

20.9

18.7

12.3

16.8

13.6

13.1

11.0

13.0

9.9

10.9

18.1

14.0

8.9

9.1

6.0

27.7

26.8

28.5

25.5

27.7

32.7

30.0

29.5

20.8

21.6

22.3

20.7

24.5

19.3

17.5

21.6

24.4

22.0

20.5

20.6

20.9

17.3

16.3

21.6

20.0

20.5

26.2

3.4

2.3

3.9

0.9

0.0

1.8

2.6

2.8

11.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（９）身近な人が自死遺族であると分かった時の対応について  

「見守る」の割合が６割半ばと最も高く、次いで「相談に乗る」の割合が２割半ば

となっています。 

年齢別でみると、すべての年齢で「見守る」の割合が高くなっていますが、18～29

歳では「相談に乗る」の割合が高く、60歳代、70歳以上では「励ます」の割合が高く

なっています。 

令和元年度調査と比較すると、「相談に乗る」、「専門家の相談を受けるように勧める」

の割合が増加しています。一方、「特に何もしない」の割合が減少しています。 

年齢によって、対応方法に違いはありますが、自死遺族に対して、何らかの対応を

しようとする市民が多いことがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和５年度調査回答内訳】 

単位：％ 

区分 

Ｎ
（
件
） 

相
談
に
乗
る 

励
ま
す 

細
か
な
状
況
を
確
認

す
る 

何
ら
か
の
ア
ド
バ
イ

ス
を
す
る 

専
門
家
の
相
談
を
受

け
る
よ
う
に
勧
め
る 

見
守
る 

そ
の
他 

特
に
何
も
し
な
い 

無
回
答 

男性 240  25.4  12.5  6.7  9.2  16.7  57.9  2.1  17.5  0.8  

女性 337  24.0  8.9  7.7  3.6  14.8  71.8  3.6  11.9  3.0  

18～29 歳 65  32.3  6.2  15.4  1.5  13.8  66.2  3.1  12.3  － 

30 歳代 101  26.7  3.0  9.9  4.0  12.9  72.3  3.0  16.8  － 

40 歳代 86  23.3  4.7  8.1  3.5  16.3  70.9  7.0  11.6  1.2  

50 歳代 101  18.8  5.9  5.9  3.0  10.9  64.4  － 23.8  2.0  

60 歳代 96  25.0  16.7  4.2  9.4  16.7  64.6  2.1  12.5  － 

70 歳以上 129  24.0  20.9  3.9  10.9  20.9  60.5  3.1  8.5  7.0  

％

相談に乗る

励ます

細かな状況を確認する

何らかのアドバイスをする

専門家の相談を受けるように勧める

見守る

その他

特に何もしない

無回答

24.4

10.8

7.2

5.8

15.7

65.8

2.9

14.2

2.2

18.9

7.7

5.9

6.4

10.4

65.9

2.7

24.3

2.3

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査（N=585）

令和元年度調査（N=989）
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（10）自死遺族の支援についての認知状況  

「いずれも知らない」の割合が４割以上と最も高く、次いで「学生支援機構・あし

なが育英会（学費について）」を知っている人の割合が３割となっています。 

自死遺族に対して、何らかの対応をしたいと思っている市民は多くなっているもの

の、多くの市民が自死遺族の支援について知らないことがうかがえます。 

令和元年度調査と比較すると、大きな差はみられず、今後も自死遺族の支援につい

ての周知啓発を行っていくことが必要であるとうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11）本気で自殺をしたいと考えたことがあるかについて  

全体では、「これまでに本気で自殺をしたいと考えたことはない」の割合が７割と最

も高くなっていますが、今までに自殺を考えたことのある人は１割半ばとなっていま

す。 

特に、18～29歳の若年層で「今までに自殺を考えたことがある」の割合が高く、そ

のうち「この1年以内に本気で自殺をしたいと考えたことがある」の割合が7.7％とな

っています。 

令和元年度調査と比較すると、「これまでに本気で自殺をしたいと考えたことはない」

の割合が減少しています。 

各年代や性別等に応じた自殺対策を行っていくことが必要であることがうかがえま

す。 

  

％

遺族の集い（自由に話せる場）

無料電話相談

法テラス（借金や法律問題について）

市役所の窓口（心のケア、生活支援、子
育て等について）
学生支援機構・あしなが育英会（学費に
ついて）

いずれも知らない

無回答

22.4

18.6

19.3

18.3

32.3

42.7

2.6

22.5

16.3

16.3

18.0

33.1

43.5

2.8

0 20 40 60 80 100

％

相談に乗る

励ます

細かな状況を確認する

何らかのアドバイスをする

専門家の相談を受けるように勧める

見守る

その他

特に何もしない

無回答

24.4

10.8

7.2

5.8

15.7

65.8

2.9

14.2

2.2

18.9

7.7

5.9

6.4

10.4

65.9

2.7

24.3

2.3

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査（N=585）

令和元年度調査（N=989）
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【令和５年度調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【各回答の内訳人数】 

アンケート回答者で、自殺を考えたことがある人の人数は以下の通りとなっていま

す。 

単位：人 

区分 

Ｎ
（
件
） 

こ
の
１
年
以
内
に
本

気
で
自
殺
を
し
た
い

と
考
え
た
こ
と
が
あ

る こ
こ
５
年
く
ら
い
の

間
に
本
気
で
自
殺
を

し
た
い
と
考
え
た
こ

と
が
あ
る 

５
年
～
10
年
前
に
本

気
で
自
殺
を
し
た
い

と
考
え
た
こ
と
が
あ

る 10
年
以
上
前
に
本
気

で
自
殺
を
し
た
い
と

考
え
た
こ
と
が
あ
る 

全体 585 12 24 12 46 

男性 240 4 8 5 19 

女性 337 8 15 7 26 

18～29 歳 65 5 8 3 4 

30 歳代 101 5 5 3 10 

40 歳代 86 1 6 3 10 

50 歳代 101 1 2 1 9 

60 歳代 96 - 2 - 6 

70 歳以上 129 - - 2 6 

  

性別・年齢別 N =

全体 585

男性 240

女性 337

18～29歳 65

30歳代 101

40歳代 86

50歳代 101

60歳代 96

70歳以上 129

70.3

71.3

70.6

66.2

70.3

67.4

75.2

80.2

65.1

2.1

1.7

2.4

7.7

5.0

1.2

1.0

4.1

3.3

4.5

12.3

5.0

7.0

2.0

2.1

2.1

2.1

2.1

4.6

3.0

3.5

1.0

1.6

7.9

7.9

7.7

6.2

9.9

11.6

8.9

6.3

4.7

13.7

13.8

12.8

3.1

6.9

9.3

11.9

11.5

28.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

これまでに本気で自殺をしたいと考えたことはない

この１年以内に本気で自殺をしたいと考えたことがある

ここ５年くらいの間に本気で自殺をしたいと考えたことがある

５年～10年前に本気で自殺をしたいと考えたことがある

10年以上前に本気で自殺をしたいと考えたことがある

無回答
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【令和元年度調査】 

 

  

性別・年齢別 N =

全体 989

男性 399

女性 565

18～29歳 110

30歳代 166

40歳代 171

50歳代 190

60歳代 176

70歳以上 168

79.1

82.0

77.3

66.4

73.5

80.7

77.9

89.8

81.0

2.5

2.0

2.7

7.3

4.8

1.2

2.1

1.2

2.8

2.5

3.0

10.0

3.6

2.9

3.2

2.1

1.3

2.7

8.2

1.2

0.6

2.6

2.3

7.5

6.5

8.1

3.6

12.7

8.8

11.1

3.4

4.2

6.0

5.8

6.2

4.5

4.2

5.8

3.2

4.5

13.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

これまでに本気で自殺をしたいと考えたことはない

この１年以内に本気で自殺をしたいと考えたことがある

ここ５年くらいの間に本気で自殺をしたいと考えたことがある

５年～10年前に本気で自殺をしたいと考えたことがある

10年以上前に本気で自殺をしたいと考えたことがある

無回答
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（12）自殺をしたいと考えた理由や原因について  

全体では、「家庭の問題」の割合が最も高く、次いで「勤務関係の問題」、「病気等健

康の問題」となっています。 

性別では、女性で「家庭の問題」の割合が、男性で「勤務関係の問題」の割合が高

くなっています。 

年齢別では、18～29歳では「病気等健康の問題」、「勤務関係の問題」の割合が高く、

30歳代では「勤務関係の問題」、40歳代、50歳代、70歳以上では「家庭の問題」、60歳

代では「経済的な問題」の割合が高くなっています。 

性別や年齢によって、自殺を考えた理由や原因が違うことがうかがえます。 

令和元年度調査と比較すると、「勤務関係の問題」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和５年度調査回答内訳】 

単位：％ 

区分 

Ｎ
（
件
） 

家
庭
の
問
題 

病
気
等
健
康
の
問
題 

経
済
的
な
問
題 

勤
務
関
係
の
問
題 

恋
愛
関
係
の
問
題 

学
校
の
問
題 

そ
の
他
の
問
題 

無
回
答 

男性 36  16.7  16.7  11.1  36.1  25.0  27.8  8.3  2.8  

女性 56  51.8  33.9  23.2  32.1  10.7  14.3  12.5  5.4  

18～29 歳 20  35.0  45.0  20.0  45.0  25.0  25.0  15.0  5.0  

30 歳代 23  17.4  17.4  13.0  43.5  8.7  30.4  8.7  4.3  

40 歳代 20  50.0  20.0  10.0  30.0  15.0  15.0  25.0  5.0  

50 歳代 13  53.8  30.8  30.8  30.8  30.8  7.7  － － 

60 歳代 8  37.5  37.5  50.0  12.5  12.5  － － － 

70 歳以上 8  50.0  12.5  － 12.5  － 25.0  － 12.5  

％

家庭の問題

病気等健康の問題

経済的な問題

勤務関係の問題

恋愛関係の問題

学校の問題

その他の問題

無回答

38.3

26.6

18.1

34.0

16.0

19.1

10.6

4.3

49.3

38.5

23.0

28.4

16.2

27.0

4.7

3.4

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査（N＝94）

令和元年度調査（N＝148）
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（13）女性の自殺が増加している原因は 

どのようなことが考えられるかについて  

全体では、「失業の不安や収入減」と考える人の割合が最も高く、次いで「介護・看

病疲れ」、「子育ての悩み」となっています。 

性別でみると、男性では、「子育ての悩み」、「介護・看病疲れ」と考える人の割合が

高くなっていますが、女性では、「失業の不安や収入減」と考える人の割合が高くなっ

ています。 

コロナ禍において、職を失った女性が多いことや、育児や看護等は女性がすること

が多いことがうかがえ、これらの理由を原因として女性の自殺が多いのではないかと

考える市民が多くいることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：％ 

区分 

Ｎ
（
件
） 

夫
婦
関
係
の
不

和 親
子
関
係
の
不

和 子
育
て
の
悩
み 

介
護
・
看
病
疲

れ 仕
事
疲
れ 

友
人
や
知
人
と

の
ト
ラ
ブ
ル 

失
業
の
不
安
や

収
入
減 

職
場
の
人
間
関

係 結
婚
や
出
産
に

関
連
す
る
圧
力 

身
体
的
な
病
気 

精
神
的
な
病
気 

そ
の
他 

無
回
答 

男性 240  30.8  18.3  52.9  52.9  33.3  23.3  47.9  30.4  22.9  27.5  47.5  9.6  8.3  

女性 337  47.5  26.4  54.3  56.7  35.6  22.6  60.8  31.5  20.8  26.7  51.9  7.4  5.9  

 

  

N=585 ％

夫婦関係の不和

親子関係の不和

子育ての悩み

介護・看病疲れ

仕事疲れ

友人や知人とのトラブル

失業の不安や収入減

職場の人間関係

結婚や出産に関連する圧力

身体的な病気

精神的な病気

その他

無回答

40.7

22.9

53.5

54.9

35.0

22.9

55.2

30.9

21.7

26.8

49.9

8.2

7.2

0 20 40 60 80 100
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（14）本市で男性の自殺が多い原因は 

どのようなことが考えられるかについて  

全体では、「失業の不安や収入減」と考える人の割合が最も高く、次いで「仕事疲れ」、

「精神的な病気」となっています。 

性別でみると、男女ともに、「失業の不安や収入源」と考える人の割合が高く、また

「仕事疲れ」と考える人の割合も高くなっています。 

男性においても、コロナ禍において職を失った人がいることや、職場でのストレス

等が原因で男性の自殺が多いのではないかと考える市民が多くいることがうかがえま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：％ 

区分 

Ｎ
（
件
） 

夫
婦
関
係
の
不
和 

親
子
関
係
の
不
和 

子
育
て
の
悩
み 

介
護
・
看
病
疲
れ 

仕
事
疲
れ 

友
人
や
知
人
と
の
ト

ラ
ブ
ル 

失
業
の
不
安
や
収
入

減 職
場
の
人
間
関
係 

結
婚
や
出
産
に
関
連

す
る
圧
力 

身
体
的
な
病
気 

精
神
的
な
病
気 

そ
の
他 

無
回
答 

男性 240  22.9  15.0  13.8  38.3  59.6  13.3  62.5  41.3  7.5  31.7  50.0  8.3  7.1  

女性 337  25.8  14.2  7.7  30.9  61.4  11.6  73.6  50.4  4.7  27.6  49.0  8.3  7.1  

 

 

  

N=585 ％

夫婦関係の不和

親子関係の不和

子育ての悩み

介護・看病疲れ

仕事疲れ

友人や知人とのトラブル

失業の不安や収入減

職場の人間関係

結婚や出産に関連する圧力

身体的な病気

精神的な病気

その他

無回答

24.8

14.5

10.8

34.0

60.7

12.3

68.9

46.7

6.2

29.2

49.4

8.2

7.2

0 20 40 60 80 100
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（15）「こころの健康や病気」に関する知識・情報入手方法について  

情報の入手方法については、性別・年齢に問わず、「インターネット」の割合が高く

なっています。また、年齢が高くなるにつれて、「テレビ」や「新聞」などの割合が高

くなっています。女性で「テレビ」の割合が高くなっています。 

インターネットによる情報発信が効果的であることがうかがえるとともに、様々な

媒体を活用し、年齢に応じた情報発信も重要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：％ 

区分 

Ｎ
（
件
） 

友
人
・
家
族 

本
・
雑
誌 

新
聞 

テ
レ
ビ 

ラ
ジ
オ 

病
院
・
診
療
所 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

講
演
会 

市
の
広
報
紙 

市
の
公
共
施
設 

保
健
所 

S
N
S 

（
ツ
イ
ッ
タ

ー
、
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ

ク
等
） 

そ
の
他 

無
回
答 

男性 240  17.9  25.4  21.7  39.6  9.6  20.4  69.2  2.5  12.5  1.7  2.5  14.6  2.9  4.2  

女性 337  29.1  34.7  21.7  52.2  6.5  24.0  62.3  3.6  15.4  4.5  3.9  17.8  1.8  2.4  

18～29 歳 65  27.7  35.4  9.2  35.4  4.6  26.2  78.5  6.2  3.1  7.7  3.1  47.7  7.7  1.5  

30 歳代 101  20.8  20.8  5.0  36.6  5.0  20.8  77.2  1.0  5.0  3.0  1.0  27.7  3.0  1.0  

40 歳代 86  24.4  32.6  5.8  36.0  8.1  26.7  88.4  4.7  8.1  3.5  2.3  15.1  － － 

50 歳代 101  20.8  32.7  12.9  47.5  5.0  24.8  82.2  4.0  11.9  3.0  6.9  9.9  2.0  － 

60 歳代 96  26.0  27.1  21.9  50.0  11.5  17.7  63.5  1.0  12.5  2.1  3.1  7.3  2.1  4.2  

70 歳以上 129  27.9  36.4  58.9  65.1  11.6  20.9  20.9  3.1  34.1  2.3  3.1  4.7  0.8  9.3  

 

  

N=585 ％

友人・家族

本・雑誌

新聞

テレビ

ラジオ

病院・診療所

インターネット

講演会

市の広報紙

市の公共施設

保健所

SNS （ツイッター、フェイスブック等）

その他

無回答

24.6

30.8

21.7

46.7

7.9

22.2

65.0

3.1

14.4

3.4

3.2

16.2

2.2

3.2

0 20 40 60 80 100
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（16）児童･生徒の段階における自殺予防に資する学習について  

「周囲の人に助けを求めることが恥ずかしくないこと」の割合が最も高く、次いで

「ストレスへの対処方法を知ること」、「心の問題を抱えた際の心理、身体状況につい

て正しく知ること」となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「相手の細かな変化に気づき、思いを受け止めること」

の割合が大きく減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（17）今後、必要な自殺対策について  

全体では、「子どもの自殺予防」の割合が最も高く、次いで「職場におけるメンタル

ヘルス対策の推進」、「さまざまな悩みに対応した相談窓口の設置」となっています。 

性別でみると、男女ともに、「子どもの自殺対策」の割合が高くなっています。 

年齢別でみると、子育て世代の30歳代、40歳代では「子どもの自殺予防」の割合が

高く、働いている年齢層の多い18～29歳、50歳代では「職場におけるメンタルヘルス

対策の推進」、60歳代では「適切な精神科医療体制の整備」、70歳以上では「さまざま

な悩みに対応した相談窓口の設置」の割合が高くなっています。 

令和元年度調査と比較すると、「適切な精神科医療体制の整備」の割合が若干、増加

しています。 

今後の自殺対策については、「子ども」への自殺対策とともに、職場への理解や相談

窓口の設置・充実など、様々な視点から施策を検討していく必要があります。 

  

％

心の問題を抱えた際の心理、身体状況に
ついて正しく知ること

ストレスへの対処方法を知ること

周囲の人に助けを求めることが恥ずかし
くないこと
相手の細かな変化に気づき、思いを受け
止めること
悩みに応じて、保健所等行政機関が相談
窓口を設けていること
自殺が誰にでも起こり得る問題であると
認識すること

その他

無回答

54.4

55.0

77.1

33.2

37.4

48.7

6.3

5.1

57.0

57.7

79.0

41.2

39.0

53.9

9.3

3.6

0 20 40 60 80 100

％

相談に乗る

励ます

細かな状況を確認する

何らかのアドバイスをする

専門家の相談を受けるように勧める

見守る

その他

特に何もしない

無回答

24.4

10.8

7.2

5.8

15.7

65.8

2.9

14.2

2.2

18.9

7.7

5.9

6.4

10.4

65.9

2.7

24.3

2.3

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査（N=585）

令和元年度調査（N=989）



 

41 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和５年度調査回答内訳】 

単位：％ 

区分 

Ｎ
（
件
） 

自
殺
の
実
態
を
明
ら
か
に
す

る
調
査
・
分
析 

さ
ま
ざ
ま
な
分
野
に
お
け
る

ゲ
ー
ト
キ
ー
パ
ー
の
養
成 

地
域
や
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
通

じ
た
見
守
り
・
支
え
合
い 

さ
ま
ざ
ま
な
悩
み
に
対
応
し

た
相
談
窓
口
の
設
置 

危
険
な
場
所
、
薬
品
等
の
規

制
等 

自
殺
未
遂
者
の
支
援 

自
殺
対
策
に
か
か
わ
る
民
間

団
体
の
支
援 

自
殺
に
関
す
る
広
報
・
啓
発 

職
場
に
お
け
る
メ
ン
タ
ル
ヘ

ル
ス
対
策
の
推
進 

子
ど
も
の
自
殺
予
防 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
お
け
る

自
殺
関
連
情
報
の
対
策 

自
死
遺
族
等
の
支
援 

適
切
な
精
神
科
医
療
体
制
の

整
備 

そ
の
他 

無
回
答 

男性 240  35.4  27.1  27.9  39.2  11.3  23.8  17.1  22.1  42.9  44.6  23.8  18.3  36.3  7.5  6.7  

女性 337  26.1  30.9  30.9  47.8  18.4  28.5  16.0  13.4  50.7  55.2  27.0  26.1  46.3  8.6  5.0  

18～29 歳 65  29.2  29.2  24.6  46.2  18.5  40.0  18.5  16.9  63.1  52.3  38.5  24.6  46.2  6.2  4.6  

30 歳代 101  33.7  28.7  31.7  40.6  17.8  31.7  8.9  14.9  53.5  61.4  23.8  26.7  32.7  8.9  2.0  

40 歳代 86  26.7  32.6  18.6  45.3  15.1  20.9  20.9  16.3  57.0  65.1  31.4  26.7  47.7  10.5  1.2  

50 歳代 101  33.7  27.7  31.7  44.6  12.9  28.7  21.8  15.8  51.5  48.5  26.7  24.8  42.6  8.9  2.0  

60 歳代 96  29.2  37.5  29.2  42.7  16.7  26.0  12.5  17.7  39.6  42.7  30.2  19.8  47.9  7.3  3.1  

70 歳以上 129  27.9  22.5  36.4  46.5  13.2  18.6  17.8  19.4  31.8  39.5  12.4  17.1  38.8  7.0  17.1  

 

  

％

自殺の実態を明らかにする調査・分析

さまざまな分野におけるゲートキーパー
の養成
地域やコミュニティを通じた見守り・支
え合い
さまざまな悩みに対応した相談窓口の設
置

危険な場所、薬品等の規制等

自殺未遂者の支援

自殺対策にかかわる民間団体の支援

自殺に関する広報・啓発

職場におけるメンタルヘルス対策の推進

子どもの自殺予防

インターネットにおける自殺関連情報の
対策

自死遺族等の支援

適切な精神科医療体制の整備

その他

無回答

30.3

29.1

29.2

44.3

15.2

26.7

16.4

16.8

47.2

50.1

25.6

22.7

41.9

8.0

5.8

34.2

29.1

35.9

49.1

17.7

32.0

18.6

20.2

47.6

62.1

26.0

26.6

41.1

5.5

3.7

0 20 40 60 80 100

％

相談に乗る

励ます

細かな状況を確認する

何らかのアドバイスをする

専門家の相談を受けるように勧める

見守る

その他

特に何もしない

無回答

24.4

10.8

7.2

5.8

15.7

65.8

2.9

14.2

2.2

18.9

7.7

5.9

6.4

10.4

65.9

2.7

24.3

2.3

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査（N=585）

令和元年度調査（N=989）
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 ４ アンケート結果からみる小金井市の現状 

（１）市民の自殺対策に関する認識について  

多くの市民が、我が国において、近年、自殺者数が増加していることを認識してい

ることがわかりました。 

自殺対策に関する事柄として「こころの健康相談統一ダイヤル」については、認知

度も高くなっています。しかし、その他の事柄については、認知度が低くなっており、

国や東京都、市において様々な制度や取組があることを、多くの市民に周知していく

ことが必要となっています。 

 

（２）市民のストレスや悩み、不安について  

過去１か月の間で、「神経過敏に感じた」、「気分が沈み込んで、何が起こっても気が

晴れないように感じた」、「何をするのも骨折りだと感じた」と感じている市民もおり、

年齢や性別によって、感じている事柄は違いますが、多くの市民が何らか、ストレス

や悩み、不満を抱えていることがうかがえました。 

また、「悩みや問題は、自分一人で解決すべきだと思う」で、『そう思う（「ややそう

思う」＋「そう思う」）』の割合が令和元年の調査と比べて、大きな差はないものの、

約１割の市民が悩みや問題を自分で抱え込んでいることがうかがえることから、自分

にあったストレスの解消方法を見つけ、持つことが重要であると考えます。 

 

（３）相談相手について  

悩みやストレスを感じた時に、「助けを求めたり、誰かに相談したいと思う」につい

ては、『そう思う（「ややそう思う」＋「そう思う」）』の割合が高くなっており、また、

「誰かに相談をしたりすることは恥ずかしいことだと思う」については、「そう思わな

い」の割合が増加しており、相談することへの抵抗感については、少しずつではある

が解消されていることがうかがえます。 

しかし、「悩みやストレスを感じていることを、他人に知られたくないと思う」で、

『そう思う（「ややそう思う」＋「そう思う」）』の割合が約３割となっており、自分の

悩みやストレスなどを他人に知られたくない市民もいることがうかがえます。 

悩みやストレスを感じたときの相談相手をみると、「家族や親族」、「友人や同僚」の

割合が高くなっており、専門家や公的機関へ相談をする人の割合は家族や友人等に比

べ低くなっており、身近で自分のことをよく知っている人に相談する傾向にあること

がうかがえます。、専門家や公的機関への相談窓口等の周知とともに、相談しやすい環

境づくり、本人と専門家をつなぐ人材となるゲートキーパーの育成も必要であると考

えます。  
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（４）自殺に対しての考え方について  

自殺せずに生きていればよいことがあると思うかについて、『思う（「そう思う」＋

「どちらかといえばそう思う」）』の割合が６割以上となっていますが、年齢別でみる

と、30歳代を中心に『思う』の割合が低くなっており、生きることへの前向きな考え

方ができていない若年層が多いことがうかがえました。 

また、自殺は自分にはあまり関係がないと思うかについて、『思わない（「そう思わ

ない」＋「どちらかといえばそう思わない」）』の割合が男性に比べ女性で低く、また、

年齢別でみると、若年層で『思わない』の割合が高くなる傾向となっており、若年層、

男性において、自殺は自分に関係があると感じている人が多いことがうかがえました。 

これまでに、本気で自殺をしたいと考えたことはあるかについて、前回調査に比べ

て「これまでに本気で自殺をしたいと考えたことはない」の割合が減少しており、「今

までに自殺を考えたことのある」の割合は１割半ばとなっており、特に、18～29歳の

若年層で今までに自殺を考えたことがある割合が高く、そのうち「この１年以内に本

気で自殺をしたいと考えたことがある」と回答したのは回答者全体の５名で、7.7％と

なっており、本市の18～29歳人口の17,210人のうち1,325人（令和５年７月１日現在）

に相当します。 

若年層への自殺対策を行っていくことが必要となっています。 

 

（５）自殺対策に関する支援について  

女性の自殺が増加している原因について、「失業の不安や収入減」と考える人の割合

が最も高く、次いで「介護・看病疲れ」と考える人、「子育ての悩み」と考える人とな

っており、コロナ禍において、職を失った女性が多いことや、育児や介護等が原因で

あると考える人が多いことがうかがえました。 

本市で男性の自殺が多い原因について、「失業の不安や収入減」と考える人の割合が

最も高く、次いで「仕事疲れ」と考える人、「精神的な病気」と考える人となっており、

男性においても、コロナ禍において職を失った人がいることや、職場でのストレス等

が原因であると考える人が多いことがうかがえました。 

自死遺族の支援について、知っているものがあるかについて、「いずれも知らない」

の割合が４割以上と最も高くなっており、多くの市民に対し自死遺族の支援の周知啓

発が必要となっています。 

身近な人が自死遺族であると分かった時、どのように対応するかについて、前回調

査に比べて「特に何もしない」の割合が減少しており、何らかの対応をしたいと思う

市民が増えていることがうかがえます。 

また、アンケート調査結果から、児童･生徒の段階において、「周囲の人に助けを求

めることが恥ずかしくないこと」、「ストレスへの対処方法を知ること」、「心の問題を

抱えた際の心理、身体状況について正しく知ること」など様々な自殺予防に資する学

習が求められており、小さいときからの学習機会が重要となります。  
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（６）自殺対策に関する情報提供について  

「こころの健康や病気」の知識や情報を入手方法について、性別・年齢に問わず、

「インターネット」の割合が高くなっていますが、年齢が高くなるにつれて、「テレビ」

や「新聞」などの割合が高くなっています。インターネットによる情報発信とともに、

様々な媒体を活用し、年齢に応じた情報発信が重要となっています。 
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 ５ 小金井市における自殺対策の課題 

（１）市民への周知と啓発について  

自殺死亡率の推移は、平成30年では本市の自殺死亡率が18.3（人口10万対）となって

おり、東京都（16.2）・全国（16.2）よりも高いものの、令和元年以降は本市が東京都・

全国よりも低くなっています。こうした中で、アンケート結果によると、全国で多く

自殺が発生していることを知っている人は６割程度にとどまっています。 

自殺は自分にはあまり関係がないと思うかについて、『思う（「そう思う」＋「どち

らかといえばそう思う」）』の割合が約３割となっています。 

自殺は、誰でも追い込まれてしまう可能性がある問題であることを市民が意識して

生活し、自殺予防の考えを持てるように、多様な媒体を活用してさらに啓発活動を行

っていくことが必要です。 

 

（２）人材育成、ネットワークの構築について  

本市における原因・動機別自殺者数は、「健康問題」が最も多く、次いで「経済・生

活問題」、「家庭問題」となっています。原因・動機別自殺者数の割合を比較すると、

「経済・生活問題」が東京都・全国を上回っており、「家庭問題」が東京都よりも高く

なっています。 

自殺に追い込まれようとしている人の自殺を防ぐためには、精神保健的な視点だけ

でなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取組が重要です。リスクのある人の存在

に気づき、声をかけ、話を聞き、必要に応じて専門家につないで地域で見守っていけ

る体制づくりが必要です。また、複雑多様化する問題にも対応できるよう、更なる関

連機関との連携を図り、ネットワークを強化していくことが必要です。 

 

（３）子ども若者対策について  

アンケート結果によると、今後、必要な自殺対策について、「子どもの自殺予防」を

あげる人の割合が最も高くなっています。年代別自殺者数の割合を比較すると、本市

は「20歳代」が22.2％と東京都（15.2％）、全国（11.2％）より高くなっており、「20

歳未満」の割合を合わせると、自殺者数の約４人に１人が20歳代以下となっています。 

引き続き、学校において、児童生徒に対し困難やストレスへの対処方法を身に付け

るための教育（ＳＯＳの出し方に関する教育）や、心の健康の保持に係る教育を推進

する必要があります。また、児童生徒の抱える悩みに対応する相談窓口を広く周知す

ることが必要とされます。  
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第３章    これまでの取組 

 

 

 

１ 小金井市における自殺対策に関する取組 

本市ではこれまで、自殺対策に関連した分野として以下のような取組を進めていま

す。 

 

（１）地域におけるネットワークの強化 

誰も自殺に追い込まれることのない社会を実現するために、地域におけるネットワ

ークを強化し、行政や企業、各種団体、市民が相互に連携を図り、困難を抱える人た

ちへの支援体制の整備・拡充を図ってきました。 

本市では、民生委員・児童委員がそれぞれの地域において、援助を必要とする方の

相談窓口として行政との橋渡しを行っています。 

そのほか、地域におけるネットワークとして、「地域福祉ネットワーク支援事業」で

は、高齢者が地域で安心して暮らし続けられるように、孤立を防ぎ、異変を速やかに

発見するため、75歳・80歳の方を訪問して、一人暮らし、高齢者のみ世帯など見守り

を必要とする対象者を把握し、関係者とともに見守り支援のネットワークを構築して

きました。 

「子育て支援ネットワーク」では、保育所、幼稚園、子育てサークル、ＮＰＯなど

の子育て支援団体と連携を図り、小金井子育て・子育ち支援ネットワーク協議会の加

入団体数を増やすなど、ネットワークを強化してきました。「子ども家庭支援センター」

では、養育に課題を抱える家庭に対し関係機関と連携した見守りや相談支援を行うた

め、要保護児童対策地域協議会を開催し、個別ケース検討会議を実施してきました。 

また、課題を抱える家庭、障がいのある方、高齢者を中心に、「権利擁護事業」や「成

年後見制度利用事業」を推進することにより、事業の中で当事者と接触する機会があ

った場合に、自殺のリスクが高い人の情報をキャッチし、支援につないできました。 
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（２）自殺対策を支える人材の育成 

日頃から自殺リスクの高い人と関わっている各種相談員、各種事業の窓口で市民と

直接関わる市職員や関係団体の職員、様々な課題を抱える人たちと接する立場の人た

ち、市民一人一人がゲートキーパーとして、必要時に対象者や身近な方々を支え、自

殺を防ぐことができる人材となることができるよう意識の醸成を図ってきました。 

本市では、身近にいる人の自殺のリスクを早期発見し、適切な関わりができるよう、

「市民向けゲートキーパー養成研修」の開催や、市民と接する機会の多い市職員の自

殺予防に関する知識を高めるための「市職員向けゲートキーパー養成研修」を開催し

てきました。 

また、相談を受けた際に、自殺リスクを発見できるよう、障害者相談員や精神保健

福祉ボランティア、介護サービス事業者、ファミリー・サポート・センターの協力会

員、保護司会などへのゲートキーパー養成研修の受講について協力を求め、幅広く自

殺対策を支える人材の育成に努めてきました。 

 

 

（３）市民への周知・啓発と相談体制の充実 

自殺のリスクが高まるような状況に陥らないように、自殺対策についての知識の普

及・啓発を行うとともに、必要時に市民が適切な機関に対して相談できるよう、相談

窓口の周知に努めてきました。 

本市では、市報やホームページなどを通じて、自殺対策に関連する事業等の情報発

信を行うとともに、メンタルチェックシステム「こころの体温計」の利用の促進や健

康講演会での周知啓発、健康をテーマにした展示など、市民への周知・啓発を行って

きました。 

また、「女性総合相談」では、女性が生活を営む中で直面している様々な悩みについ

て、専門の女性カウンセラーによる相談の場を提供し、解決策を見出していけるよう

に助言を行いました。 

消費生活に関する相談をされる方の中には、自殺リスクを抱えている方もいるため、

「消費生活相談員」は、相談内容によって庁内関係課や関係機関とのつなぎ役として、

役割を担ってきました。 

「福祉総合相談窓口」では、複雑化・複合化した課題を抱えている市民やその家族

等に対して、関係機関と連携・協働して包括的な支援を行い、地域生活課題を抱えた

人に寄り添い、解決に向けて支援してきました。 
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（４）生きることの促進要因の支援と阻害要因の軽減 

本市では、「生きることの促進要因」の増加だけでなく「生きることの阻害要因」の

軽減を目的とし、様々な取組を実施してきました。 

誰もが地域や社会から孤立することのないよう、地域の居場所づくりに努めてきま

した。 

「子ども食堂」では、食事提供の機会を通じて、家庭の状況等を把握する機会にな

り、また、「子育てひろば事業」では、家庭が地域や社会から孤立しないよう、保護者

同士の交流、情報交換の場となっています。 

また、障がいのある方に対しては、「特別障害者手当」や「心身障害者福祉手当」、

「難病者福祉手当」などの支給や、障がい福祉サービスの提供などにより、経済的負

担や家族への負担軽減に向けた様々なニーズに応じた支援を実施してきました。 

子育て世代に対しては、「妊婦面談」等において、様々な要因で悩んでいる方が保健

師等の専門職に相談できる体制を確立することで、安定した妊娠の継続と不安のない

出産・育児を支えてきました。その他「児童扶養手当支給」や「ひとり親家庭等医療

費助成」などの経済的な支援も行っています。 

 

（５）その他の取組 

本市では、年代や生活の状況等に応じて自殺対策に関連する取組を進めてきました。 

子ども・若者に関わる取組として、「教員向けの研修」の実施や、「スクールカウン

セラーやスクールソーシャルワーカーの配置」を行うとともに、「小金井市青少年問題

協議会」を開催し、青少年層の抱える問題や自殺の危機等に関する情報の共有を行っ

ています。 

また、子育て支援については、産後うつなどに対して産後ケア事業を通じて、医療

機関等で心身のケア、育児サポート等を進めています。 

高齢者に関わる取組として、「地域包括支援センター」において総合的に相談できる

体制を整えるとともに、「高齢者権利擁護事業」では、高齢者に対する虐待の防止や養

護者の介護負担軽減などを目的とし、虐待対応支援体制の確立確立や高齢者虐待防止

専門ケア会議を開催してきました。また、「高齢者食の自立支援事業」や「健康づくり

フォローアップ指導事業」などにより、健康に対する不安の解消に努めてきました。 

生活困窮者に関わる取組として、「住居確保給付金」や「生活保護の各種扶助費」を

支給することで、経済的不安を解消し、誰もが健康で文化的な最低限度の生活を送る

ことができる支援を実施してきました。 

就労に向けた取組として、勤務に関する問題は自殺の理由として多くなっているこ

とから、「就労支援事業」や「母子家庭等自立支援給付金事業」などの支援を行ってき

ました。また、経営難・資金難等を抱える経営者の問題の解消のため、融資のあっせ

ん等を行ってきました。  
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第４章    いのち支える自殺対策における取組 

 

 

 

１ 自殺対策の基本理念 

こころに寄り添い 

いのちを支え合うまち 小金井 

 

自殺の多くは、家庭の問題や心身の健康の問題、勤務関係の問題、学校の問題、経

済的な問題、恋愛関係の問題などの様々な要因によって追い込まれた末の死であると

考えられています。 

自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみ捉えられるべきものではなく、その背

景に様々な社会的な要因があることを踏まえ、行政だけでなく市民一人一人がお互い

の自殺のサインに気づき、見守る役割を担うことで、様々な要因を抱える個人のここ

ろに寄り添い合う、支え合いの体制づくりを目指します。そこで、「こころに寄り添い 

いのちを支え合うまち 小金井」を基本理念とし、自殺対策に向けた各種取組を地域一

丸となって推進していきます。 

 

 

 

２ 自殺対策の基本方針 

国は、自殺総合対策大綱（令和４年10月閣議決定）において、自殺総合対策の基本

方針として「生きることの包括的な支援として推進する」、「関連施策との有機的な連

携を強化して総合的に取り組む」、「対応の段階に応じてレベルごとの対策を効果的に

連動させる」、「実践と啓発を両輪として推進する」、「国、地方公共団体、関係団体、

民間団体、企業及び国民の役割を明確化し、その連携・協働を推進する」、「自殺者等

の名誉及び生活の平穏に配慮する」を挙げています。これらの基本方針のもと自殺対

策を推進することが重要とされていることから、本市としても基本理念の実現を目指

して、この６つの基本方針を踏まえて各種取組を推進します。 
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基本方針１ 生きることの包括的な支援  

●自殺はその多くが追い込まれた末の死であり、その多くが防ぐことができる社

会的な問題であるとの基本認識の下、自殺対策を「生きることの包括的な支援」

として、「生きる支援」に関する地域のあらゆる取組を総動員し、社会全体の自

殺リスクを低下させるとともに、一人一人の生活を守るという姿勢で展開する

ものとします。 

●また、この考え方は、「誰一人取り残さない」持続可能でよりよい社会の実現を

目指す世界共通の目標であるＳＤＧｓの理念と合致するものであることから、

自殺対策は、ＳＤＧｓの達成に向けた政策としても取り組んでいきます。 

●個人においても地域においても、自殺に対する保護要因となる自己肯定感や信

頼できる人間関係、危機回避能力等の「生きることの促進要因」を、自殺のリ

スク要因となる失業や多重債務、生活苦等の「生きることの阻害要因」が上回

ったときに自殺リスクが高まります。そのため、「生きることの阻害要因」を減

らす取組に加えて、「生きることの促進要因」を増やす取組を行い、双方の取組

を通じて自殺リスクを低下させる方向で自殺対策を生きることの包括的な支援

として推進します。 

 

 

 

基本方針２ 関連分野の有機的な連携の強化  

●自殺に追い込まれようとしている人が安心して生きられるようにして自殺を防

ぐため、様々な分野の施策、人々や組織と密接に連携し、精神保健的な視点だ

けでなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取組を実施します。 

●自殺の要因となり得る関連の分野においても、実践的な活動を通じた連携の取

組が展開されていることから、連携の効果を更に高めるため、様々な分野の生

きる支援に当たる人々が自殺対策の一翼を担っているという意識を共有します。 

●制度の狭間にある人、複合的な課題を抱え自ら相談に行くことが困難な人など

を地域において早期に発見し、確実に支援していくため、従来の相談窓口に加

え、属性を問わない相談支援、参加支援及び地域づくりに向けた支援を推進し

ます。 

●全国的には、子どもの自殺者数が増加傾向を示しており、その自殺対策を推進

するため、国や東京都、民間団体等との緊密な連携を図っていきます。 
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基本方針３ 対応のレベルに応じた対策の効果的な連動  

●「対人支援のレベル」、「地域連携のレベル」、「社会制度のレベル」等、対応の

段階に応じたレベルごとの対策を強力かつ効果的に連動させ、社会全体の自殺

リスクを低下させる方向で自殺対策を推進します。 

●時系列的な対応としては、啓発等の「事前対応」と、自殺発生の危険に介入す

る「危機対応」、自殺や自殺未遂が生じてしまった場合等における「事後対応」

のそれぞれの段階において施策を講じます。 

●「自殺の事前対応の更に前段階での取組」として、学校において児童生徒等を

対象とした、ＳＯＳの出し方に関する教育を推進するとともに、孤立を防ぐた

めの居場所づくり等を推進します。 

 

 

基本方針４ 実践と啓発を両輪とした推進  

●自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」ですが、危機に

陥った人の心情や背景が理解されにくい現実があり、そうした心情や背景への

理解を深めることも含めて、危機に陥った場合には誰かに援助を求めることが

適当であるということが、地域全体の共通認識となるように積極的に普及啓発

を行います。 

●自殺に対する誤った認識や偏見によって、遺族等が悩みや苦しさを打ち明けづ

らい状況が作られているだけでなく、支援者等による遺族等への支援の妨げに

もなっていることから、遺族等支援としても、自殺に対する偏見を払拭し正し

い理解を促進する啓発活動に取り組んでいきます。 

●市民一人一人が、身近にいるかもしれない自殺を考えている人が発している、

不眠や原因不明の体調不良等の自殺の危険を示すサインに早く気づき、精神科

医等の専門家につなぎ、その指導を受けながら見守っていけるよう、広報活動、

教育活動等の取組を推進します。 

 

 

基本方針５ 関係機関の役割の明確化と連携・協働の推進  

●自殺対策が最大限その効果を発揮して「こころに寄り添い いのちを支え合うま

ち小金井」を実現するためには、市をはじめ、関係団体、民間団体、企業、市民

等が連携・協働し、自殺対策を総合的に推進することが必要です。 

●それぞれが果たすべき役割を明確化、共有化した上で、相互の連携・協働の仕

組みを構築します。  
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基本方針６ 自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮  

●自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等の名誉及び生活の平穏に十分

配慮するとともに、これらを不当に侵害することのないようにしなければなり

ません。自殺対策に関わる全ての人が、このことを認識して自殺対策に取り組

むよう普及啓発を進めます。 
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 ３ 施策体系 

本計画は、「「地域自殺対策計画」策定・見直しの手引（令和５年６月厚生労働省）」

において示した「地域におけるネットワークの強化」、「自殺対策を支える人材の育成」、

「住民への啓発と周知」、「自殺未遂者・自死遺族等の支援の充実」と前計画からの「生

きることの促進要因の支援と阻害要因の軽減」の５つの基本施策と、国から地域の自

殺の現状について把握することを目的に提供された「小金井市地域自殺実態プロファ

イル」において、重点的な支援対象に推奨された「勤務・経営」、「無職者・失業者」、

「生活困窮者」、「子ども・若者」を基にして、基本施策や重点施策を設定します。重

点的な支援対象に推奨された「子ども・若者」については、国が示す「児童・生徒の

ＳＯＳの出し方に関する教育」を包含した方針としています。 

また、「小金井市地域自殺実態プロファイル」において重点的な支援対象とはなって

いないものの、依然として高齢者の自殺があることから、前計画に引き続き重点施策

に設定します。 

 

基本理念 施策 施策項目 

こ
こ
ろ
に
寄
り
添
い 

い
の
ち
を
支
え
合
う
ま
ち 

小
金
井 

基本施策１ 
地域におけるネットワークの強化 

（１）地域ネットワークの構築・連携強化 

（２）地域ネットワークを活用した見守りの推進 

基本施策２ 
自殺対策を支える人材の育成 

（１）様々な職種を対象とする研修 

（２）市民を対象とする研修 

基本施策３ 
市民への周知・啓発と相談体制の
充実 

（１）自殺対策に関する周知・啓発の推進 

（２）相談体制の充実 

基本施策４ 
生きることの促進要因の支援と 
阻害要因の軽減 

（１）居場所づくりの推進 

（２）障がいのある方への支援 

（３）子育て世帯への支援 

基本施策５ 
自殺未遂者、自死遺族等への支援
に関する情報提供等 

（１）自殺未遂者への支援に関する情報提供 

（２）自死遺族等への支援に関する情報提供 

重点施策１ 
子ども・若者に関わる自殺対策の
推進 

（１）学校における支援 

（２）見守り・支援体制の強化 

重点施策２ 
生活困窮者（無職者・失業者を含
む）に関わる自殺対策の推進 

（１）生活困窮者の生活を支える取組 

（２）自立に向けた支援 

重点施策３ 
勤務・経営問題に関わる自殺対策
の推進 

（１）就労に向けた支援 

（２）経営の安定に向けた支援 

重点施策４ 
高齢者に関する自殺対策の推進 

（１）高齢者の生活を支える取組 

（２）高齢者の健康づくりに向けた支援 
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 ４ 小金井市の取組方針 

基本施策１ 地域におけるネットワークの強化  

自殺は、経済・生活問題、健康問題、家庭問題など様々な要因が複雑に関係してい

ます。また、悩みを抱えた人が相談相手を見つけられない、地域や社会から孤立して

しまう、といった問題が生じる場合があります。 

誰も自殺に追い込まれることのない社会を実現するために、地域での細やかな見守

り支援と、地域・関係機関・行政のネットワークの強化により、幅広く連携した自殺

対策に取り組みます。 

 

 

基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成  

地域の自殺対策は、それを担い支える人材がいて、はじめて機能するものです。そ

のため、自殺対策を支える人材育成は、対策を推進する上での基礎となる重要な取組

です。本市では、自殺対策を強力に推進していくために、様々な分野の専門家や市職

員、関係機関の職員を始め、地域における自助・共助の担い手でもあるゲートキーパ

ーを幅広く養成し、地域ぐるみで自殺対策を推進します。 

そして、市民一人一人がゲートキーパーとして、必要時に対象者や身近な方々を支

え、自殺を防ぐことができる人材となることができるよう意識を醸成します。 

 

 

基本施策３ 市民への周知・啓発と相談体制の充実  

自殺につながる要因は様々ですが、正しい知識を学ぶことや、悩みごとに関係する

知識を持つ人と相談することで、悩みを解消できる場合があります。また、日常生活

においても健康問題やその他の悩みなどから自殺のリスクが高まっていくこともあり

得ます。 

本市でも、そもそもそのように自殺のリスクが高まるような状況に陥らないように、

市民との様々な接点を活かし、容易に知ることができるよう、様々な相談窓口や相談

機関の情報を発信していきます。 

また、誰かに助けを求めることを社会全体の共通認識となるよう普及啓発するとと

もに、自殺に対する誤った認識や偏見を払拭する啓発活動に取り組みます。 
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基本施策４ 生きることの促進要因の支援と阻害要因の軽減  

自殺に追い込まれる危険性が高まるのは、例えば良好な周囲の人間関係、経済的な

安定や自己肯定感といった「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」よりも、

失業や雇用の不安定、家族や周囲との不和、病気や孤独といった「生きることの阻害

要因（自殺のリスク要因）」が上回った時とされています。そのため、「生きることの

阻害要因」を減らす取組に加え、「生きることの促進要因」を増やすことを目的とし、

様々な取組を実施します。 

 

 

基本施策５ 自殺未遂者、自死遺族等への支援に関する情報提供等  

教育・医療・福祉などの関係機関が連携し、自殺未遂者、自死遺族への適切なケア

を図ることができるよう、こころの健康、精神保健医療福祉についてのさまざまな情

報を提供していきます。 

 

 

重点施策１ 子ども・若者に関わる自殺対策の推進  

本市の職業別自殺者数の割合をみると、特に「学生・生徒等」で、東京都、全国の

２倍以上となっていることから、子ども・若者に関わる自殺対策は重点的に推進して

いくことが必要です。 

児童生徒が社会において今後様々な困難や問題に直面した際に、その対処方法を身

につけることができるように、ＳＯＳの出し方に関する教育を推進するとともに、子

どもに関する機関がＳＯＳに早期に気付き、ネットワークによる早期支援の強化を図

ります。 

 

 

重点施策２ 生活困窮者（無職者・失業者を含む）に関わる 

自殺対策の推進  

生活困窮者とは「現在経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなく

なるおそれのある者」であり、家庭や生活の状況次第では生活保護の対象となります。 

本市でも生活困窮者自立支援制度に基づき、生活困窮に陥った人への「生きること

の包括的な支援」を強化するとともに、支援につながっていない人を早期に支援へと

つないでいきます。 
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重点施策３ 勤務・経営問題に関わる自殺対策の推進  

国から地域の自殺の現状について把握することを目的に提供された「小金井市地域

自殺実態プロファイル」において、勤務や経営に関わる問題は重点的な支援対象に推

奨されています。職場での人間関係や長時間労働、転勤や異動による環境変化、退職

や失業、業績不振、事業の倒産などに至った結果、生活困窮や多重債務の問題を抱え、

更に自殺リスクが高まることは少なくありません。勤務問題による自殺リスクの低減

に向けて、早期に支援につなぐための連携の強化や勤務問題の理解を深め、相談先に

ついての周知を進めます。 

 

 

重点施策４ 高齢者に関する自殺対策の推進  

高齢者は、家族との死別や離別、健康問題、介護、生活困窮などの複数の問題を抱

え込みやすい傾向にあり、高齢者の自殺も課題となっています。 

それを受け、本市では高齢者やそのご家族が安心して生活できるように、相談支援

や見守りを実施するとともに、健康づくりの推進を行います。 
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 ５ 施策の展開 

基本施策１ 地域におけるネットワークの強化  

（１）地域ネットワークの構築・連携強化 

少子高齢化や核家族化などにより家族や地域のつながりが希薄化しています。また、

地域には、複合的な課題を抱え自ら相談に行くことが困難な人や、制度の狭間にある

人など、課題を抱えた人がいます。そのような状況に陥っている人を早期に発見し、

支援につなげるために、医療・保健・福祉などの多機関によるネットワークを構築し、

複雑化、複合化した課題に対しては、重層的な支援を行います。 

本市でも、特に子育て家庭、高齢者世帯、障がいのある方のような課題を抱えるこ

との多い方々を対象とした、相談・支援体制の確立を推進します。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ いのち支える自殺対策推

進本部の運営 

市長を本部長とし、各部長職者等が連携

する組織で自殺対策に係る施策や取組を

推進します。 

健康課 

２ 地域福祉ネットワーク支

援事業 

地域の高齢者が安心して暮らし続けられ

るよう、孤立を防ぎ、異変を速やかに発

見できる見守り・支援の体制を拡充しま

す。また、ゲートキーパー養成研修を受

講した職員が対応することで、自殺リス

クに対応します。 

介護福祉課 

３ 子育て支援ネットワーク 保育所、幼稚園、子育てサークル、NPOな 

どの子育て支援団体との協働により、情

報発信を行うとともに、ネットワークを

強化し、子育ての孤立化防止に努めます。 

子育て支援課 
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（２）地域ネットワークを活用した見守りの推進 

不適切な養育環境にある児童や障がいを抱える高齢者・重度の身体障がいのある方

といった、特に重点的な支援を必要とする方々に対して対応できる施策を十分に検討

することが求められています。 

本市でも、課題を抱える家庭、障がいのある方、高齢者を中心に、地域のネットワ

ークを使って積極的な見守りを行うとともに、障がいのある方や高齢者の権利擁護事

業を推進します。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 民生委員・児童委員事務 民生委員・児童委員に対してゲートキー

パー養成研修の受講について協力を求

め、地域の見守りを実施し、高齢者、体

の不自由な方、児童問題、子育て家庭な

ど、援助を必要する方の相談窓口となる

とともに、自殺リスクの発見に努めます。 

地域福祉課 

２ 権利擁護事業の推進 成年後見制度の着実な利用促進のため、

地域連携ネットワークを構築し、権利擁

護支援の必要な方の早期発見、複雑化す

る相談への対応や、自殺リスクの高い人

を見つけることができるよう、相談員（権

利擁護センター職員）に対してゲートキ

ーパー養成研修の受講について協力を求

めます。 

地域福祉課 

３ 成年後見制度利用事業（障

がいのある方・高齢者） 

精神障がい、知的障がいのある方又は高

齢者に対して、不利益を被ったり、権利

及び財産が不当に扱われたりすることが

ないように、成年後見制度の利用の推進

と利用者への相談体制の拡充を行いま

す。 

自立生活支援課 

介護福祉課 

４ 重度身体障害者等救急通

報システム事業 

一人暮らし等の重度の身体障がいのある

方に対し、家庭内で病気や事故といった

緊急事態に陥ったときに通報できるシス

テムを提供することにより、緊急時に東

京消防庁及び地域協力員による速やかな

救助を行います。 

自立生活支援課 

５ 子ども家庭支援センター※

の運営（児童虐待防止対策

の充実） 

児童虐待防止のため、課題のある家庭に

対しての見守りと相談支援の充実、必要

時における対応、関係機関への連携を行

います。 

子育て支援課 

※ 令和６年度からこども家庭センターになります。 
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基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成  

（１）様々な職種を対象とする研修 

各種相談員が様々な事業において、自殺リスクを抱える市民への相談対応を実施し

ていますが、自殺を考える要因は人それぞれであるため、そのような専門職の方だけ

での対応は困難となります。そのため、市民と直接接する市の窓口職員や各種団体の

職員に対しても、自身が自殺対策を担う人材であるという意識を醸成していく必要が

あります。 

本市では、市職員をはじめ、幅広い団体の職員等に対してもゲートキーパー養成研

修の受講を促し、自殺対策を担う人材の育成を行います。また、自殺リスクの高い方

への対応だけでなく、自殺未遂者への対応についてもこの研修の中で実施していくこ

とを検討します。 

 
【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ ＤＶ等相談窓口の整備 ゲートキーパー養成研修の受講等によ

り、ＤＶ等被害者からの相談において自

殺リスクに対して早期に対応できる体制

を整えます。 

企画政策課 

２ 保護司会との連携 犯罪や非行に陥った人の改善更生を助け

る保護司会の健全な運営を図るため、会

に対して補助金を支給するとともに、保

護司に対してゲートキーパー養成研修の

受講について協力を求め、自殺リスクを

発見できるよう、意識の醸成を行います。 

地域福祉課 

３ 障害者相談員による相談

業務（身体・知的障害者相

談員） 

市が委託している身体障がい、知的障が

いのある方、その家族が日常生活等につ

いて相談することができる障害者相談員

に対して、ゲートキーパー養成研修の受

講について協力を求め、自殺リスクを発

見できるよう、意識の醸成を行います。 

自立生活支援課 

４ 介護サービス事業者振興

事業 

介護サービス事業所職員に対してゲート

キーパー養成研修の受講について協力を

求め、対象者から相談を受けた際に、自

殺リスクを発見できるように努め、必要

時には適切な支援を実施します。 

介護福祉課 

５ 職員向けゲートキーパー

養成研修 

市民と接する機会の多い市職員の自殺予

防に関する知識を高めることで、自殺の

リスクを抱える方等を早期発見し、適切

な関わりができるよう、職員向けのゲー

トキーパー養成研修を行います。 

健康課 
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（２）市民を対象とする研修 

切れ目なく、漏れのない自殺対策を行うためには、自治体や関係機関の職員だけで

は限界があり、市民の協力が不可欠です。 

特に、自殺対策を拡充させる上では、日常生活の中で他者と接するうちに、身近な

人の心身の問題に気づくことのできる人材が求められています。 

今後も、ゲートキーパー養成をはじめとした、多くの市民が自殺の危険を示すサイ

ンに気づき、声をかけ、話を聞き、必要に応じて専門家につなぎ、見守ることができ

る講座や研修を促進していきます。また、若者も含めた多様な世代や地域の活動団体、

事業所等へも積極的に拡充し、人材育成を図ります。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 精神保健福祉ボランティ

ア育成事業費補助金 

精神保健福祉に関する市民ボランティア

を養成するための研修等の経費に対し

て、その一部を補助することで、地域に

おける精神保健福祉の普及・啓発を図り

ます。また、精神保健福祉ボランティア

に対してゲートキーパー養成研修の受講

について協力を求め、自殺リスクを早期

発見できる人員の確保に努めます。 

自立生活支援課 

２ 市民向けゲートキーパー

養成研修 

身近にいる人の自殺のリスクを早期発見

し、適切な関わりができるよう、市民向

けのゲートキーパー養成研修を行いま

す。 

健康課 

３ ファミリー・サポート・セ

ンター事業 

ファミリー・サポート・センターは、育

児の援助活動を行う者（協力会員）と援

助活動を受ける者（依頼会員）からなる

互助組織です。協力会員に対してゲート

キーパー養成研修の受講について協力を

求め、自殺リスクへの理解を深めるとと

もに、早期発見できるよう努めます。 

子育て支援課 
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基本施策３ 市民への周知・啓発と相談体制の充実  

（１）自殺対策に関する周知・啓発の推進 

自殺につながる要因は様々で、自殺リスクの高い人に気づくことは難しいことがあ

りますが、正しい知識を学ぶことで、早い段階での気づき、悩みごとの解決や不安の

解消につながる場合があります。 

自殺に至る前に人に助けを求めることが大切であることを社会全体で認識できるよ

う、ホームページや様々な媒体を活用して普及啓発していきます。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 自殺対策に関する周知・啓

発及び相談窓口の周知 

自殺対策に関する周知・啓発及び相談窓

口の周知について、市報や市ホームペー

ジだけでなく、SNS等も活用して推進しま

す。 

健康課 

２ メンタルチェックシステ

ムの周知・活用 

自分のこころの状態を気軽にチェックで

きるメンタルチェックシステム「こころ

の体温計」の利用について、市ホームペ

ージからアクセスできることを周知し、

そのシステムにより各種相談窓口を紹介

します。 

健康課 

３ 健康講演会 小金井市医師会・小金井歯科医師会と協

力の上、市民の関心度が高い健康テーマ

に関する講演を実施し、その後の相談の

時間などを通じて、受講者が抱える健康

不安の解決を図ります。 

健康課 

４ 人権施策の啓発 人権意識を高めるための啓発活動を行う

中で、自殺対策の普及・啓発を推進しま

す。 

広報秘書課 

５ 健康支援に関するテーマ

展示 

悩みごとの解決や不安解消、またリフレ

ッシュ方法等の様々な視点でテーマ展示

等を行うことにより、心身ともに健康で

いられるための支援をします。 

図書館 
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（２）相談体制の充実 

悩みを抱えた場合に、悩みごとに関係する知識を持つ人と相談することで解決する

ことも少なくありません。 

総合的な相談窓口や、こころ、就労、高齢者、精神などの各種相談窓口を充実させ

るとともに、様々な問題を抱えている場合には、適切な窓口につなげ、問題解決や自

立し安定した生活が送れるよう、関係部署、関係機関と連携し支援していきます。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 女性総合相談 女性が日常生活を送る上で抱える様々な

悩みの相談に応じ、不安の解消や適切な

部署・機関への連携を行います。 

企画政策課 

２ 市民相談及び人権・身の上

相談業務 

市民の日常生活についての相談や意見、

要望などへの対応を行います。 

広報秘書課 

３ 消費生活相談員による相

談業務 

消費生活に関する相談の業務を通じて、

世帯の生活困窮や自殺リスクが発覚する

場合があるため、担当職員が適切な対応

ができるよう、関係各課との連携を図り

ます。 

経済課 

４ 福祉総合相談窓口事業 年齢や障がいの有無などにかかわらず、

全ての方を対象に、各々が抱えるあらゆ

る地域生活課題を対象とした福祉の総合

相談窓口を運営します。特に、従来の支

援では対応が困難な複合的課題を抱える

相談については、関係機関と連携・協働

して包括的な支援を行い、地域生活課題

を抱えた人に寄り添い、解決に向けて伴

走し、その人らしい生活を送れるよう支

援します。 

地域福祉課 
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基本施策４ 生きることの促進要因の支援と阻害要因の軽減  

（１）居場所づくりの推進 

近年の核家族化や少子化、高齢化などに伴って、地域の中で暮らす人々のつながり

は徐々に失われつつあります。地域のつながりの希薄化によって、悩みを抱えたとき

に相談できなかったり、あるいは社会から孤立したりする場合があります。 

地域に人とつながれる場があることは、いきいきと生きていくための重要な要素で

あり、本市でも、子どもや家庭、高齢者をはじめ、誰もが地域や社会から孤立するこ

となく、安心して日々を暮らすことができるよう、居場所づくりとその周知に努めま

す。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 地域の居場所づくり（カフ

ェ、サロン等）の実施 

地域の居場所づくりについて、市内の地

域包括支援センター、社会福祉協議会、

介護事業所、市民団体、NPO、医療機関等

と連携し、分析を行い、今後の地域の居

場所づくり（カフェ・サロン等）の実施

を進め、高齢者の孤立防止や生きがいづ

くりに努めます。 

介護福祉課 

２ 子どもの居場所づくり事

業補助金 

子ども食堂、学習支援の居場所、自由な

居場所を運営する団体を補助すること

で、地域の子どもたちの食事や交流の場

を提供し、それらの機会提供を通じて家

庭の状況等を把握し、必要時には支援先

につなぐなどして対応します。 

子育て支援課 

３ 子育てひろば事業（子ども

家庭支援センター※・児童

館） 

子育て親子の交流や情報交換の場を提供

するとともに、家庭が地域や社会から孤

立しないよう気軽に相談ができ、くつろ

げる居場所の提供に努めます。 

子育て支援課 

児童青少年課 

※ 令和６年度からこども家庭センターになります。 
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（２）障がいのある方への支援 

障がいを抱えて暮らす人には、日常生活上での不便に加え、生活困窮、障がいのあ

る方を支える家庭の重い負担など、課題が多くあります。 

本市でも障がいのある方や家庭への相談体制の充実や支援・援助、各種手続き等の

周知などに努めます。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 特別障害者手当、心身障害

者福祉手当、難病者福祉手

当等支給事務 

障がいのある方、難病の治療を受けてい

る方等に対して各種手当を支給すること

で経済的負担を軽減し、福祉の増進を図

ります。 

自立生活支援課 

２ 難病等医療費助成、心身障

害者医療費助成、自立支援

医療（精神通院）事務等 

難病等に罹患された方、心身に障がいの

ある方（児童）、精神障がいにより通院し

ている方等への支援として、医療費の一

部を助成するなどの事務において、担当

する職員がゲートキーパー養成研修を受

講することで、問題の早期発見・早期対

応体制を推進します。 

自立生活支援課 

３ 介護給付、訓練等給付に関

する事務 

障がい等を持っている方々に対して、介

護給付、訓練等給付の利用などに関する

相談、支給決定等を行い、当人や家族の

負担軽減を図ります。 

自立生活支援課 

４ 障がいのある方の福祉に

関する相談体制 

障がいのある方の福祉に関する相談につ 

いて、担当する職員がゲートキーパー養

成研修を受講し、自殺リスクの早期発見・

早期対応に取り組みます。また、市内の

指定特定相談支援事業者及び基幹相談支

援センターの職員に対してもゲートキー

パー養成研修の受講について協力を求

め、相談体制を充実させます。 

自立生活支援課 

５ 知的障害者グループホー

ム利用者家賃助成 

グループホームを利用する知的障がいの

ある方の経済的負担を減らすため、家賃

の一部を補助します。 

自立生活支援課 

６ 補装具費支給事務 各種障がいのある方に対しての補装具に

関する相談・支援を行い、対象者の負担

を軽減します。 

自立生活支援課 

７ 日常生活用具費支給事務 各種障がいのある方に対しての日常生活 

用具に関する相談・支援を行い、対象者 

の負担を軽減します。 

自立生活支援課 
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№ 事業名 内容 担当課 

８ 障害児支援に関する事務 障がいのある児童を持つ保護者への相談

支援及び児童発達支援等の各種サービス

の提供を行うことで、日常生活を送る上

で保護者に過度な負担がかかるのを防ぎ

ます。 

自立生活支援課 

９ 移動支援費・日中一時支援

費給付事業 

障がいのある方の日中における活動の場

を確保し、日常的に介護をしている家族

の一時的な休息を支援することで、家庭

への負担の軽減を図ります。 

自立生活支援課 

10 意思疎通支援事業 聴覚障がいのある方等の日常生活のサポ

ートを対象とした手話通訳等の派遣を行

う事業における、通訳者等の支援員に対

して、ゲートキーパー養成研修の受講に

ついて協力を求め、支援体制を推進しま

す。 

自立生活支援課 

11 重度脳性麻痺者介護事業 重度脳性麻痺者の介護を行っている家族

に対し、介護券を発行し手当を支給する

ことにより、障がいのある方の福祉の増

進を図ります。 

自立生活支援課 

12 障害者福祉センター緊急

一時保護 

在宅介護の必要な障がいのある方を、適

宜必要に応じて保護施設で一時的に預か

ることで、当人や家族の負担軽減を図り

ます。 

自立生活支援課 

13 精神の障がいのある方の

配食サービス事業 

在宅の精神障がい者に配食サービスを提

供することにより、その自立と食生活の

質の確保を図ること、併せて安否の確認

を行います。 

自立生活支援課 
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（３）子育て世帯への支援 

近年、急速な少子高齢化・核家族化の進展を背景に、子どもを取り巻く環境が変化

する中、社会全体で子どもの健やかな育ちと子育てを支えることが重要となっていま

すが、依然、子育てに困難を抱える家庭は存在し、社会全体で子育ち・子育てを支え

ることが重要であることに変わりはありません。 

本市でも、このような状況を踏まえ、社会全体で子育て家庭を支え、妊娠期からの

切れ目ない支援を行う体制を整えて、様々なニーズに応じた支援をします。また、ひ

とり親家庭や問題を抱える保護者の早期発見に努めるとともに、きめ細やかな支援を

推進します。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 妊婦面談 全ての妊婦を対象に、保健師等の専門職

が保健センター、市内施設で面談を行い、

妊娠から出産後にかけて相談できる体制

を確立することで、不安の解消に努めま

す。 

健康課※ 

２ 乳幼児及び産婦の健康診査

事業 

新生児と母親を対象とした健康診査を保

健センターにて行うとともに、母親の産

後うつや精神疾患の悪化などにも留意し

ます。 

健康課※ 

３ 妊産婦訪問指導事業 全ての妊婦を対象に、新生児・妊産婦を

保健師又は助産師が家庭訪問し、日常生

活や育児全般について助言・指導・相談

を行います。訪問時には産後うつの可能

性を確認するためのアンケートを行い、

必要に応じて関係機関へつなぎます。 

健康課※ 

４ 産後ケア事業 出産後に家族等からの支援を受けること

が困難な母子に、医療機関等で心身のケ

ア、育児サポート等を行うことで母親の

心身の回復と産後うつ予防に寄与しま

す。 

健康課※ 

５ のびゆくこどもプラン小金

井（小金井市子ども・子育て

支援事業計画）の計画的推

進 

のびゆくこどもプラン小金井を基に、計

画掲載事業と自殺対策とを連動させるこ

とにより、妊産婦や子育て世帯への支援

強化を図ります。 

子育て支援課 

６ 母子及び父子福祉資金貸付

事業 

20歳未満の児童を扶養しているひとり親

世帯の経済的自立の助成と生活意欲の助

長を図るため、母子及び父子福祉資金の

貸付を行い、生活の安定を図ります。 

子育て支援課 

※ 令和５年度までは健康課が、令和６年度からはこども家庭センターが担当となります。 
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№ 事業名 内容 担当課 

７ 母子生活支援施設措置 母子支援施設のあっせんや、経済的な支

援を通じて、困窮している母子家庭に生

活の場を提供し、生活の安定を図るとと

もに、子育てに悩みや課題を抱えている

母子が安心して生活できるよう支援し

ます。 

子育て支援課 

８ ひとり親家庭ホームヘルプ

サービス派遣事業 

日常生活を営むのに支障が生じている

場合等にホームヘルパーの派遣によっ

て、ひとり親家庭の生活の安定を図りま

す。 

子育て支援課 

９ 子ども家庭支援センター※

の運営（総合相談及び情報

提供） 

子どもと家庭に関する総合相談及び情

報提供の場としての充実を図るととも

に、相談者に寄り添い支援します。 

子育て支援課 

10 子ども家庭支援センター※

の運営（ショートステイ事

業） 

保護者が様々な事情で一時的に子ども

の養育が困難になった場合に、保護者に

代わって当該児童を施設で短期的に養

育し、その児童及び家庭を支援します。 

子育て支援課 

11 児童扶養手当支給事務 ひとり親家庭の生活の安定と自立の促

進に寄与するため、当該家庭への経済的

支援を行います。 

子育て支援課 

12 児童育成手当支給事務 ひとり親家庭や一定程度の障がいを有

する児童を養育する家庭の生活の安定

と自立の促進に寄与するため、当該家庭

への経済的支援を行います。 

子育て支援課 

13 ひとり親家庭等医療費助成

事務 

ひとり親家庭の親子の健康増進、保健の

向上に寄与するため、当該家庭の医療費

自己負担分を助成します。 

子育て支援課 

14 就学援助費支給事業 生活保護の受給世帯に準ずる世帯に対

し、児童・生徒の就学にかかる学用品や

給食費といった費用の支援を行い、生活

困窮世帯の児童・生徒の就学を援助しま

す。 

学務課 

※ 令和６年度からこども家庭センターになります。 
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基本施策５ 自殺未遂者、自死遺族等への支援に関する情報提供等  

（１）自殺未遂者への支援に関する情報提供 

自殺未遂者の多くが、精神的健康問題、借金・経済問題、家庭問題等の様々な問題

を複合的に抱えているものの、相談することに抵抗があり、相談機関につながってい

ないことが多い状況です。 

本市では、自殺に傾いた方が必要な相談窓口に相談できるよう、また支援につなが

ることができるよう、情報の提供に努めます。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 自殺未遂者への支援に関

する情報提供 

自殺未遂者が必要な相談窓口に相談でき

るようホームページ等で情報提供を行い

ます。 

健康課 

 

 

 

（２）自死遺族等への支援に関する情報提供 

家族を自死で亡くした場合、遺された家族は、相続、借金、労災、各種補償問題な

ど、自死に伴いさまざまな問題に直面することがあります。そのため、遺族支援とし

て、こころのケアとともに、法的支援の提供が重要なります。 

本市では、自死遺族が必要な窓口に相談できるよう、また支援につながることがで

きるよう、情報の提供に努めます。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 自死遺族等への支援に関

する情報提供 

自死遺族への支援や相談を行っている団

体等への把握とともに、それらの団体等

の紹介や情報提供を行っていきます。 

健康課 
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重点施策１ 子ども・若者に関わる自殺対策の推進  

（１）学校における支援 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死であり、自殺の背景には様々な社会的要因

があることが知られています。学童期における貧困・虐待等の問題はその人の将来の

自殺リスクを高める要因にもなり、早い段階の問題への対応を行っていくことが必要

です。 

本市では、各校において教職員の連携強化によって、児童・生徒の危機対応のため

の校内体制を整備します。 

また、児童生徒が社会において今後様々な困難や問題に直面した際に、その対処方

法を身につけることができるよう、ＳＯＳの出し方に関する教育を実施していきます。 

さらに、スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置を通じて、

様々な悩みや問題を抱える児童生徒が必要な支援を受けられるよう、児童・生徒を適

切な関係機関へつなぐなど、課題解決に向けた取組も推進します。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 学校内における相談体制

の充実 

児童・生徒のＳＯＳに気付く校内体制を

充実させるため、気軽に相談できる雰囲

気づくりや言葉にならない声への気付き

を意識し、教職員の連携を図ります。ま

た、長期休業日明けに欠席が続く児童・

生徒には電話等で状況を把握するととも

に、学校に関わる事務職員、用務主事等

全ての教職員が児童・生徒の些細な変化

を共有できるよう、危機対応のための校

内体制の整備を推進します 

指導室 

２ 各種相談先の周知 児童・生徒、学生がわかりやすく、活用

しやすい各種相談先の情報を記載したチ

ラシ等を作成し、学校や公共施設の窓口

で配布します。 

指導室 

健康課 

３ 教員向け研修の充実 自殺の心理や、自殺の危機が迫っている

児童・生徒の様態を理解するとともに、

自殺のサインを見逃さない校内体制を整

えるため、教員向け研修を実施します。 

指導室 

４ スクールカウンセラー及

びスクールソーシャルワ

ーカーの配置 

スクールカウンセラー及びスクールソー

シャルワーカーを配置し、不安等が高ま

っている児童・生徒だけでなく、誰もが

気軽に相談できる相談体制を整えます。

また、教職員等へ問題事象の理解や対処

方法等について助言を行い、専門機関と

連携し相談体制を充実させます。 

指導室 
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№ 事業名 内容 担当課 

５ いじめ防止対策 児童・生徒の自殺リスクの要因であるい

じめに対して、各校において未然防止、

早期発見、早期解決に向けて、情報提供

や相談対応等を実施するとともに、いじ

めを受けた子どもが周囲に助けを求めら

れるよう、ＳＯＳの出し方を周知します。 

指導室 

６ 若年層セクシュアル・マイ

ノリティ支援事業 

若年層（10代～23歳）に対し、多様な性

に関する授業や教員研修等に講師を派遣

します。 

また、10代～23歳までの若年層セクシャ

ル・マイノリティの方に、同世代の当事

者と安心して過ごせる居場所を提供しま

す。 

企画政策課 
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（２）見守り・支援体制の強化 

子どもや若者が生きる上で、自分の置かれた環境や状況の影響を強く受けることが

あり、必ずしも自分自身で事態を改善できるとは限りません。そのため、学校以外に

おいても見守りや支援体制の強化を図り、十分に配慮していくことが必要です。 

子ども・若者が様々な困難やストレスに直面した際に、一人で抱え込むことがない

よう、地域の大人や学校関係者等での見守りや支援体制の強化を図っていきます。 

また、子どもが悩みや心配事を相談できる環境の整備、不登校の児童・生徒に対す

る適応指導教室による居場所確保等も併せて推進します。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 青少年問題協議会 青少年問題に関する調査、審議等を行う

小金井市青少年問題協議会を開催しま

す。 

児童青少年課 

２ 教育相談事業 教育相談所において、子どもや保護者が

悩みや心配事を相談員に対して相談でき

る機会を提供します。また現場の状況の

把握に努める等、問題に対して早期発見・

早期対応ができるような体制づくりを推

進します。 

指導室 

３ もくせい教室の設置 不登校児童・生徒を対象としたもくせい

教室を設置し、学習支援、集団適応及び

社会的自立を援助するための支援を行い

ます。また、通室生の保護者の相談対応

も行います。 

指導室 

４ 若者コーナーの運営と活

用 

若者を対象とする講座等の情報提供の場

として、また、地域の居場所や利用者間

の交流促進として予約なしで多目的に活

用できる場を提供します。 

公民館 

５ 子どもの権利の普及・啓発 子どもの権利に関する条例及び子どもオ

ンブズパーソンについての周知・啓発活

動を行います。また、子どもの権利検討

部会により庁内関係部署の連携を図りま

す。 

児童青少年課 

６ 子どもオンブズパーソン 子どもの気持ちを尊重し、子ども自身が

「もう大丈夫」と思えるようになること、

自ら課題を解決できるようになることを

大切にしながら、相談・救済に取組み、

子どもの権利に関する普及啓発活動を行

います。 

児童青少年課 
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重点施策２ 生活困窮者（無職者・失業者を含む）に関わる 

自殺対策の推進  

（１）生活困窮者の生活を支える取組 

生活困窮は様々な要因によって複合的に発生し、誰の身にも起こりうることです。 

一方で、日常生活を送る上で、食事や住居といったものを欠いて生きることはでき

ず、市民がそのような事態で苦しむことがないように、支援を行う必要があります。 

自殺リスクにつながりかねない問題を抱えている人に対し、国や東京都における援

助等を含めた、必要な支援を推進します。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 住居確保給付金 離職等により経済的に困窮し、住居を喪

失した者又は住居を喪失するおそれのあ

る者に対し、家賃相当分の住居確保給付

金を支給することで、これらの者の住宅

及び就労機会の確保に向けた支援を行い

ます。 

地域福祉課 

２ 生活保護各種扶助事務 生活保護法に基づき、適正な対象者に対

して必要に応じた各種扶助費を支給する

ことにより、経済基盤を提供し、自殺リ

スクに対応します。 

地域福祉課 

３ 法外援護事務 生活保護法では対象とならない生活困窮

者の需要に対して、行政独自で援助金を

支給し、本人や世帯の自立助成を図りま

す。 

地域福祉課 

４ 居住支援事業 低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、

子どもを養育している者等の住宅確保要

配慮者の相談に応じ、住まい探しの支援

を行います。 

まちづくり推進課 
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（２）自立に向けた支援 

生活困窮者を支えることが重要なことである一方で、同時に生活困窮者が苦しい現

状から脱却することができることも重要なことです。生活困窮者の自立に対する支援

の拡充も求められています。 

生活困窮自立支援制度に基づく各種の取組と、自殺対策との連携を強化することに

より、生活苦等からの自殺のリスクが高い市民に対して健康で文化的な最低限度の生

活を送れるよう事業を推進します。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 納税相談における生活困

窮者等支援機関への相談・

案内 

納税相談の業務を通じて、世帯の生活困

窮や自殺リスクが発覚する場合は、担当

職員が適切な対応ができるよう、関係各

課との連携を図ります。 

納税課 

２ 生活困窮者自立相談支援

事業 

生活困窮者の複合的な課題に対応する相

談窓口を設置するほか、支援計画案を検

討するための会議や具体的な支援の実施

を目標とし、対応体制を拡充します。 

地域福祉課 

３ 生活困窮者学習支援事業 生活困窮家庭の子どもに対して、学習支

援や奨学金などの情報提供を行うととも

に、進学に必要な支援を行います。様々

な子どもとの接点を通して、家庭状況の

把握や自殺リスクへ対応します。 

そのほか貧困の連鎖の防止となる支援を

適宜実施します。 

地域福祉課 

４ 生活保護施行に関する事

務 

生活保護利用者が自立して生活できるよ

うにするため、就労支援や各種医療機関

への連携、高齢の受給者に対しての総合

的な支援などを実施します。 

地域福祉課 

５ 生活困窮者就労準備支援

事業 

就労に向けた準備が整っていない生活困

窮者を対象に、福祉総合相談窓口に就労

準備支援員を配置し、一般就労に向けた

基礎能力形成からの支援を計画的かつ一

貫して実施することにより、日常生活自

立、社会生活自立及び就労自立の促進を

図ります。 

地域福祉課 
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重点施策３ 勤務・経営問題に関わる自殺対策の推進  

（１）就労に向けた支援 

勤務に関する問題は自殺の理由として多く、職場上の問題や失業などは複合的に経

済的困窮等を生じる可能性があります。誰もが健康で自立して生活できるよう、労働

者や求職者が抱える問題の解消や、就労に関する意欲の向上が求められています。 

本市では若者から高齢者、母子家庭等を対象とした就職、労働問題等に関する相談

や東京しごとセンターやハローワークと協力し、相談会や面接会などを実施し、就労

に向けた支援を行っていきます。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 就労支援事業 就業機会の拡大を図るため、東京しごと

センターやハローワークなどと連携し、

就職セミナー・相談会・面接会を開催す

るとともに、就労に関する各種イベント

等を周知し、労働者や求職者が抱えてい

る問題の解消や、就労に関する意欲や意

識の向上を図り、経済的に安定した生活

への支援につなげます。 

経済課 

２ 母子家庭等自立支援給付

金事業 

ひとり親家庭に対して、就労に必要な技

能や資格、高卒認定等の取得のため、自

立支援金の給付を行い、対象家庭が自立

して生活できるよう支援を行います。 

子育て支援課 

３ 母子・父子自立支援員設置

事業 

ひとり親家庭の悩みや課題に対して相談

を受け、必要な情報提供及び助言、職業

能力の向上や求職活動に関する支援とい

った自立をサポートします。 

子育て支援課 
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（２）経営の安定に向けた支援 

ときとして経営者は経営難・資金難などによって倒産や多重債務を抱えることがあ

ります。 

そのような問題を解消するため支援の充実を進めます。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 小口事業資金融資あっせ

ん制度 

地元商工業者等の事業育成のため、融資

のあっせんを行い、貸付利子及び保証料

の一部補助を行う事業を実施し、経営難・

資金難等を抱える経営者の問題の解消を

図ります。 

経済課 
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重点施策４ 高齢者に関する自殺対策の推進  

（１）高齢者の生活を支える取組 

高齢者が生活する上で生じる、様々な不便や困難に対して、一人で苦しむことがな

いように、地域全体で支えていく必要があります。 

本市でも高齢者やそのご家族が安心して生活を送るために、地域包括支援センター

における総合的な相談支援を実施するとともに、高齢者の権利擁護や、友愛活動員に

よる見守りを行います。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 地域包括支援センター総

合相談支援業務 

地域において安心できる拠点としての役

割を果たすため、関係機関との連携のも

と、高齢者やそのご家族等からの様々な

相談内容について、総合的に相談できる

体制をつくります。 

介護福祉課 

２ 高齢者権利擁護事業 高齢者に対する虐待の防止や養護者の介

護負担軽減などを目的とし、虐待対応の

支援体制の確立や高齢者虐待防止専門ケ

ア会議の開催、高齢者の権利擁護の周知

を行います。 

介護福祉課 

３ 友愛活動事業 高齢者の孤独感の解消や事故の未然防

止、必要時の対応を目的に実施されてい

る友愛活動を支援することで、一人暮ら

し高齢者等を家庭訪問や電話訪問により

見守ります。 

介護福祉課 
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（２）高齢者の健康づくりに向けた支援 

高齢者の多くが病気や障がい、身体的不調に対して大きなストレスを抱えていると

推測されます。 

本市でも、将来の大病や怪我に対する予防やそのような状況にある方に対しての改

善方法の共有、健康に対する不安の解消などを目的とし、健康づくりに関する教室や

定期的な健康相談を実施し、市民が健康に暮らすことができるまちを目指します。 

 

【生きる支援関連事業】 

№ 事業名 内容 担当課 

１ 高齢者食の自立支援事業 高齢者の各種配食サービスや、食に関す

る意欲を引き出すような講座・教室など

を行い、高齢者の健康維持、引きこもり

防止、軽度認知症対策などを図ります。 

介護福祉課 

２ 健康づくりフォローアッ

プ指導事業 

生活習慣病予防及び健康増進に関する健

康教育を行うために、健康増進に寄与す

ることを目的とした集団健康教室を実施

し、高齢者の心身の健康づくりを支援し

ます。 

健康課 

３ 成人健康相談 医師や保健師による個別健康相談、血圧

検査、体脂肪測定、聴覚検査や、精神科

医師による相談対応などを実施し、必要

時に適切な機関へつなげるよう体制を拡

充します。 

健康課 
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 ６ 自殺対策の推進体制等 

（１）市における自殺対策の推進  

「こころに寄り添い いのちを支え合うまち 小金井」という本計画の理念を推進す

るため、本市では「いのち支える自殺対策推進本部」を中心とした全庁的な体制での

計画の実施に取り組みます。 

また、行政のみならず、行政と地域の関係機関が相互に連携を図るとともに、市民

同士の支え合いによって、理念の実現を目指します。 

 

【自殺対策を推進するネットワーク体制図】 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

子ども 生活困窮 

子育て家庭 若者 

障がい者 労働者 

高齢者 等 

法律関係 

労働関係 

経済関係 

介護関係 

教育関係 

保健・医療関係 

行政関係 

民間団体 

地縁団体 

警察関係 

消防関係 

保育関係 

福祉関係 

市民 

 

◇企画財政部          ◇総務部        ◇市民部 

◇環境部            ◇福祉保健部      ◇子ども家庭部 

◇都市整備部          ◇学校教育部      ◇生涯学習部 

 

◇【事務局】福祉保健部健康課   

小金井市いのち支える自殺対策推進本部 
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（２）進行管理  

計画策定後は各種施策の進捗状況を管理、評価し、その結果に基づいて改善する 

ＰＤＣＡサイクルで取組を推進します。 

自殺対策計画の進行管理に関すること及び自殺対策に係る施策の総合的な推進に関

することについては、いのち支える自殺対策推進本部が行います。 

 

【ＰＤＣＡサイクルの図】 
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（３）成果指標  

本計画期間中の成果指標として、以下の目標を設定します。 

 

施策 事業 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年 

基本施策１ 
いのち支える自殺対

策推進本部の運営 

      

いのち支える自殺対策推進本部の開催 

基本施策２ 

職員向けゲートキー

パー養成研修 

      

職員向けゲートキーパー養成研修受講者数 

市民向けゲートキー

パー養成研修 

      

市民向けゲートキーパー養成研修受講者数 

基本施策３ 

自殺対策に関する周

知・啓発及び相談窓口

の周知 

      

周知・啓発に向けた広報物等への掲載回数 

基本施策４ 

介護給付、訓練等給付

に関する事務 

      

支給決定件数 

妊産婦訪問指導事業 
      

妊産婦訪問指導実施率 

基本施策５ 

自殺未遂者、自死遺族

等への支援に関する

情報提供 

      

広報物等での情報提供の実施回数 

重点施策１ いじめ防止対策 
      

いじめ防止対策の実施状況 

重点施策２ 
生活困窮者自立相談

支援事業 

      

生活困窮者自立支援プランの作成件数 

重点施策３ 就労支援事業 
      

就職セミナー・相談会・面接会の開催数 

重点施策４ 成人健康相談 
      

成人健康相談実施後の連携体制 

 

  

継続実施・拡充 

 

増やす 

 

 

増やす 

 

 

増やす 

 

 

増やす 

 

 

増やす 

 

増やす 

 

継続実施・拡充 

 

増やす 

 

継続実施・拡充 

 

継続実施・拡充 
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    資料編 

 

 

 

１ 小金井市いのち支える自殺対策推進本部設置要綱 

 

（設置） 

第１条 誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して、自殺対策基本法（平

成18年法律第85号。以下「法」という。）第３条第２項の規定に基づき、本市にお

ける自殺対策を総合的かつ効果的に推進するため、小金井市いのち支える自殺対策

推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 推進本部は、次に掲げる事務を所掌する。 

(１)自殺対策に係る施策の総合的な推進に関すること。 

(２)自殺対策計画（法第 13条第２項に規定する市町村自殺対策計画をいう。以下

「計画」という。）の策定に関すること。 

(３)計画の進行管理に関すること。 

(４)その他自殺対策の推進に必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長は、市長をもって充てる。 

３ 副本部長は、副市長及び教育長をもって充てる。 

４ 本部員は、小金井市庁議に関する規則（昭和62年規則第25号）第２条に規定する構

成員である部長職者をもって充てる。 

（本部長及び副本部長の職務等） 

第４条 本部長は、推進本部の会務を総理し、推進本部を代表する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けたとき

は、あらかじめ本部長が指定する副本部長が、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 推進本部の会議（以下「会議」という。）は、本部長が召集し、本部長は、そ

の議長となる。 
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２ 本部長は、必要があると認めるときは、推進本部構成員以外の者に会議への出席を

求めることができる。 

（庶務） 

第６条 推進本部の庶務は、福祉保健部健康課が行う。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、推進本部の運営に関し必要な事項は、本部長が

別に定める。 

 

付 則 

この要綱は、平成31年１月８日から施行する。 

付 則（令和４年10月20日要綱第109号） 

この要綱は、令和４年10月20日から施行する。 
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２ 小金井市いのち支える自殺対策計画策定委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 自殺対策基本法（平成18年法律第85号）第13条第２項の規定に基づき、本市に

おける自殺対策についての計画（以下「計画」という。）を策定するに当たり、市

民等の意見を聴くため、小金井市いのち支える自殺対策計画策定委員会（以下「委

員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について調査及び検討を行い、その結果を市長に報

告する。 

(１)計画案の策定に関すること。 

(２)自殺対策への理解促進に関すること。 

(３)前２号に掲げるもののほか、市長が計画の策定に当たり必要と認める事項に関す

ること。 

（組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる15人以内の委員で組織し、市長が委嘱する。 

(１)公募による市民等 ５人以内 

(２)学識経験者    １人以内 

(３)保健医療関係者  ２人以内 

(４)福祉関係者    ３人以内 

(５)教育関係者    ２人以内 

(６)労働衛生関係者  １人以内 

(７)警察関係者    １人以内 

(８)前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（委員長等） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長各１人を置き、それぞれ委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総括し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は、委嘱の日から第２条に規定する報告をする日までとする。 

２ 委員長及び副委員長の任期は、委員の任期による。 
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（会議） 

第６条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員長は、その議長となる。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議への出席を求めること

ができる。 

３ 委員会は、委員の２分の１以上の者が出席しなければ会議を開くことができない。 

（謝礼） 

第７条 委員には、予算の範囲内で謝礼を支払うものとする。 

（秘密の保持） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らし、又は自己の利益のために使用してはな

らない。その職を退いた後も、また同様とする。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、福祉保健部健康課が行う。 

（その他） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

 

付 則 

この要綱は、令和５年２月１日から施行する。 
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３ 小金井市いのち支える自殺対策計画策定委員会委員名簿 

〈令和５年度〉 

№ 委員区分 所属 氏名等 

１ 

公募市民 

 羽田野 勉 

２  則武 辰夫 

３  川畑 美和子 

４  太田 篤胤 

５ 学識経験者 東京学芸大学 大森 美湖  委員長 

６ 
保健医療関係者 

さいとう医院 齋藤 寛和 

７ 多摩府中保健所 河西 あかね 副委員長 

８ 

福祉関係者 

小金井市民生委員児童委員協議会 尾崎 庸子 

９ 小金井市社会福祉協議会 田部井 由美子 

10 小平児童相談所 波田 桃子 

11 
教育関係者 

東小学校 紅谷 昌元 

12 緑中学校 塩原 真一 

13 労働衛生関係者 立川公共職業安定所 古澤 精一 

14 
警察関係者 小金井警察署 

島田 浩明※１ 

15 東宮 邦彦※２ 

※１ 令和５年５月 24 日から令和６年３月４日まで 

※２ 令和６年３月 13 日から 
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４ 策定経過 

 

日時 項目 内容 

令和５年 

５月 24 日 

第１回小金井市いのち支える自

殺対策計画策定委員会 

（１）委嘱状交付 

（２）委員自己紹介 

（３）会議の公開、会議録の作成方法等につ

いて 

（４）委員長及び副委員長の選出 

（５）委員会の運営及びスケジュールの説明 

（６）自殺対策計画案について 

（７）次回の開催について 

令和５年 

６月 30 日から 

７月 20 日まで 

小金井市こころの健康に関する

アンケート調査の実施 

〈有効回収率〉 

有効回収数：585 通 

有効回収率：29.3％ 

令和５年 

８月 28 日 

第２回小金井市いのち支える自

殺対策計画策定委員会 

（１）こころの健康に関するアンケート調査

結果等について 

（２）次期自殺対策計画の趣旨等について 

（３）小金井市における自殺の特徴について 

（４）次回の開催について 

令和５年 

10 月 16 日 

第３回小金井市いのち支える自

殺対策計画策定委員会 

（１）いのち支える自殺対策における取組に

ついて 

（２）こころの健康に関するアンケート調査

の結果（計画記載分） 

（３）第２次自殺対策計画策定に係る各課実

施事業について（事業の棚卸し） 

令和５年 

11 月 27 日 

第４回小金井市いのち支える自

殺対策計画策定委員会 

（１）第２次小金井市自殺対策計画素案につ

いて 

（２）令和４年度自殺対策計画進捗確認につ

いて 

（３）パブリックコメントの実施について 

（４）次回の開催について 

令和６年 

３月 13 日 

第５回小金井市いのち支える自

殺対策計画策定委員会 

（１）第２次小金井市自殺対策計画（案）に

対する意見及び検討結果について 

（２）第２次小金井市自殺対策計画（案）に

ついて 

（３）第２次小金井市自殺対策計画＜概要版＞

（案）について 

（４）今後の自殺対策に関する取組みについ

て 
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５ 各種相談窓口のご案内 

 

内容 相談窓口 電話番号等の連絡先 受付時間 

母子保健 

についての相談 
健康課※１ 042-321-1240※２ 

8 時 30 分～17 時 15 分（月～金） 

※土日祝、12/29～1/3 を除く 

成人保健 

についての相談 
健康課 042-321-1240 

8 時 30 分～17 時 15 分（月～金） 
※土日祝、12/29～1/3 を除く 

高齢者の方の 

各種相談 

小金井きた 

地域包括支援センター 
042-388-2440 

9 時～17 時 30 分（月～土） 

※年末年始・祝祭日を除く 

小金井みなみ 

地域包括支援センター 
042-388-8400 

小金井ひがし 

地域包括支援センター 
042-386-6514 

小金井にし 

地域包括支援センター 
042-386-7373 

女性の方の相談 女性総合相談 042-387-9853 

原則、毎週金曜日と第 2 木曜日 
13 時 30 分から 
14 時 30 分から 
15 時 30 分から 

経済的にお困りの 

方の相談 

福祉総合相談窓口 

（自立相談サポートセンター） 
042-386-0295 

8 時 30 分～17 時（月～金） 
※土日祝、年末年始を除く 

※原則第１日曜日に休日窓口あり 

東京都ろうどう１１０番 0570-00-6110 
9 時～20 時（月～金） 
土曜日 9 時～17 時 

※日、祝日及び 12/29～1/3 日を除く 

消費生活相談室 042-384-4999 

9 時 30 分～12 時（月～金） 
13 時～16 時（月～金） 
※祝日、年末年始を除く 

障がいのある方の 

支援の相談 自立生活支援課 042-387-9841 
8 時 30 分～17 時 15 分（月～金） 
※土日祝、12/29～1/3 を除く 

こころの不安や 

悩みなどの相談 

東京都多摩府中保健所 042-362-2334 
9 時～17 時（月～金） 

※土日祝、12/29～1/3 を除く 東京都立多摩 

総合精神保健福祉センター 
042-371-5560 

東京都自殺相談ダイヤル 

∼こころといのちのほっとライン∼ 

0570-087-478 

(ナビダイヤル） 

12 時～翌朝 5 時 30 分 
（年中無休） 

東京いのちの電話 03-3264-4343 24 時間（年中無休） 

東京多摩いのちの電話 042-327-4343 
10 時～21 時（年中無休） 
※毎月第 3 金・土 24 時間 

よりそいホットライン 0120-279-338 24 時間（年中無休） 

子ども・若者や 

その家族の相談 

東京都若者総合相談センター 

「若ナビα」 

03-3267-0808 

※メール、LINE 相談

もあります 

11 時～23 時（月～土） 
※日、年末年始を除く 

チャイルドライン（18 歳以下） 

※ホームページからはチャッ

トで相談できます。 

0120-99-7777 

(ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ) 

16 時～21 時（通年） 
※12/29～1/3 を除く 

子どもオンブズパーソン

（子どもの権利救済機関） 

子ども専用フリーダイヤル：

0120-770-977 

おとな用： 

042-388-4370 

13 時～19 時（月・火・水・金） 
土曜日 10 時～16 時 

※年末年始・祝祭日を除く 
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内容 相談窓口 電話番号等の連絡先 受付時間 

子ども・若者や 

その家族の相談 

教育相談所 
042-384-2508 
042-384-2097 

9 時～16 時 30 分（月～土） 
※日、12/29～1/3 を除く 

子ども家庭支援センター※３ 042-321-3146 9 時～17 時（月～土） 

東京都ひとり親家庭支援 

センターはあと 
042-506-1182 

9 時～17 時半（月･水･木･土･日･祝） 
9 時～19 時半（火・金） 

大切な人をなくした 

子ども・若者や 

家族の相談 

とうきょう自死遺族総合 

支援窓口 
03-5357-1536 

15 時～19 時（火・水・金） 

日曜日 13 時～17 時 

※祝日は除く 

自死遺族相談ダイヤル 03-3261-4350 

毎週木曜日：10 時～20 時 

毎週日曜日：10 時～18 時 

※祝日は休み 

※１ 令和５年度までは健康課が、令和６年度からはこども家庭センターが相談窓口となります。 

※２ 令和５年度までの電話番号は 042-321-1240、令和６年度からの電話番号は 042-321-6296 となります。 

※３ 令和５年度までは子ども家庭支援センターが、令和６年度からはこども家庭センターが相談窓口となります。 

 

 

 

 

 

ＬＩＮＥ相談（東京） ＬＩＮＥでも相談ができます（都内在住、在勤、在学の方など）。 

・生きるのがつらいと感じた時の悩み相談など 

※右記のＱＲコードから登録又はＬＩＮＥの「公式アカウント」から 

 「相談ほっとＬＩＮＥ＠東京」で検索し登録してご利用ください。 
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